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第２回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

 

第 ２ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成25年４月24日(水曜日) 

            午後２時１分開議 

            午後４時36分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成25年度主要事業等説明 

 報告事項 

  ① 中国における鳥インフルエンザＡ

（Ｈ７Ｎ９）の発生に伴う県の対応状

況等について 

  ② 牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査につい

て 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 渕 上 陽 一 

        副委員長 増 永 慎一郎 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 平 野 みどり 

        委  員 馬 場 成 志 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 甲 斐 正 法 

欠席委員（１人） 

        委  員 小 杉   直 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 松 葉 成 正 

総括審議員兼         

政策審議監 牧 野 俊 彦 

医 監 岩 谷 典 学 

長寿社会局長 山 田 章 平 

子ども・障がい福祉局長 田 中 彰 治 

健康局長 白 濵 良 一 

首席審議員兼         

健康福祉政策課長 古 閑 陽 一 

健康危機管理課長 一   喜美雄 

高齢者支援課長 中 島 昭 則 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 大 村 裕 司 

社会福祉課長 青 木 政 俊 

首席審議員兼         

子ども未来課長 中 園 三千代 

子ども家庭福祉課長 藤 本   聡 

障がい者支援課長 松 永   寿 

医療政策課長 三 角 浩 一 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

首席審議員兼         

健康づくり推進課長 山 内 信 吾 

薬務衛生課長 今 村   均 

病院局 

病院事業管理者 向 井 康 彦 

総務経営課長 林 田 浩 稔 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 黒 岩 雅 樹 

政務調査課主幹 松 野   勇 

――――――――――――――― 

  午後２時１分開議 

○渕上陽一委員長 それでは、ただいまから

第２回厚生常任委員会を開催いたします。 

 開会に当たりまして、一言御挨拶申し上げ

ます。 

 第１回厚生常任委員会で委員長に選任をい

ただきました渕上陽一でございます。今後１

年間、増永副委員長とともに、誠心誠意、円

滑な委員会運営に努めてまいりたいと思いま

すので、どうかよろしくお願いいたします。

委員各位におかれましては、御指導、御鞭撻

を賜りますよう心からお願い申し上げ、ま

た、健康福祉部、病院事業管理者を初めとす

る執行部の皆様方におかれましては、御協力
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のほどをよろしくお願いいたします。簡単で

はございますが、御挨拶にかえさせていただ

きます。 

 続いて、増永副委員長から挨拶をお願いい

たします。 

 

○増永慎一郎副委員長 副委員長に選任いた

だきました増永でございます。どうぞよろし

くお願い申し上げます。１年間、渕上委員長

を補佐しながら、頑張っていきたいというふ

うに思いますので、各委員の皆様方、また執

行部におかれましては、どうぞ御協力をよろ

しくお願い申し上げます。挨拶にかえさせて

いただきます。 

 

○渕上陽一委員長 本日の委員会は、執行部

を交えての初めての委員会でありますので、

執行部の幹部職員の自己紹介をお願いしま

す。 

 自己紹介名簿に従い、課長以上の紹介をお

願いします。 

 なお、審議員、課長補佐等につきまして

は、お手元の委員会資料の役付職員名簿のと

おりであります。 

 それでは、健康福祉部、病院局の順でお願

いいたします。 

  （松葉健康福祉部長～今村薬務衛生課

長、向井病院事業管理者～林田総務経

営課長の順に自己紹介) 

○渕上陽一委員長 １年間、このメンバーで

審議を行いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、主要事業の説明に入りますが、

質疑については、執行部の説明を求めた後

に、一括して受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は簡潔にお願いします。 

 また、本日の説明等を行われる際は、執行

部の皆様は着席のままで行ってください。 

 まず、健康福祉部長から総括説明を行い、

続いて、担当課長から資料に従い説明をお願

いします。 

 初めに、松葉健康福祉部長。 

 

○松葉健康福祉部長 それでは、着座のまま

でございますが、平成25年度の健康福祉部の

概要について御説明申し上げます。 

 議題といたしまして、平成25年度主要事業

及び新規事業などのほか、その他報告事項と

して、鳥インフルエンザ及びＢＳＥ検査に係

る本県の取り組み状況等について提出してお

ります。 

 まず、当部の組織機構についてでございま

すが、昨年度に引き続き、３局12課１課内室

という体制で取り組んでまいります。なお、

発達障害に係る施策をより一層推進するため

に、障がい者支援課において班の改編を行っ

ております。 

 次に、平成25年度の健康福祉部当初予算に

ついてでございますが、幸せ実感くまもと４

カ年戦略に係る施策を積極的に展開すること

を主眼に、一般会計で総額1,273億9,000万円

余の予算を計上いたしております。 

 平成24年度６月補正後の予算と比較します

と、部全体で67億7,000万円余の減額となっ

ておりますが、その主な理由は、医療施設の

耐震化について、平成24年度で整備完了する

施設が多く、平成25年度は補助対象施設が減

少すること、また、平成22年度から基金事業

として市町村に補助を行ってきた子宮頸がん

等の３ワクチンが、平成25年度から予防接種

法に基づく定期接種となり、当該基金事業が

廃止されたことなどでございます。 

 次に、施策の主な内容でございますが、長

寿を楽しむための取り組みについて、健康に

重要な役割を果たしている歯及び口腔の健康

づくりや高齢期の介護予防など、健康寿命を

延ばし、高齢者の居場所と出番を提供するた

めの取り組みを進めてまいります。あわせ

て、医療や介護が必要となっても、住みなれ
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た地域で安心して暮らし続けることができる

よう、関係機関が連携した地域包括ケアシス

テムの構築を目指してまいります。 

 また、医師、看護職員、介護職員等を確保

するための取り組みを進めるとともに、訪問

看護サービスを県内全域で利用できるよう、

人材の育成、確保や訪問看護ステーション等

の立ち上げ支援の充実を図り、サービス提供

体制の整備を促進してまいります。 

 次に、認知症の方を地域で支えるため、引

き続き、人口比で日本一の認知症サポーター

の活動の活性化に取り組むとともに、医療、

介護の履歴を記載した認知症地域連携パスの

導入を進めてまいります。 

 さらに、基幹型と地域拠点型の認知症疾患

医療センターなどの専門医療機関とかかりつ

け医との連携を強化し、３層構造の新たな熊

本モデル構築に向けて取り組みを進めてまい

ります。また、この熊本モデルをアジア各国

に向けて発信し、認知症に関する国際学会の

誘致を図るなど、アジアとの交流促進に取り

組んでまいります。 

 次に、子供の育ちと若者のチャレンジを応

援するための取り組みについては、主に熊本

市及びその周辺部で生じている保育所待機児

童の解消に向け、保育所整備を支援するとと

もに、家庭的保育など保育所を補完する事業

についても引き続き取り組んでまいります。 

 また、子供たちが病気になっても安心な環

境のもとで過ごせるよう、病児・病後児保育

を県内全市町村で利用できる体制づくりを進

めるとともに、小児救命救急センターの運営

支援や小児在宅患者の相談支援にも取り組ん

でまいります。 

 さらに、放課後等に子供たちが安全、安心

に過ごせる場所の確保、充実を図り、健全な

育成や保護者の仕事と家庭の両立を支援しま

す。 

 次に、障害のある人が暮らしやすい熊本に

向けた取り組みについては、福祉と農業の連

携による障害者の社会参加を進めるため、障

害のある実習生を受け入れる農家などに対す

る支援を充実させてまいります。 

 発達障害者への支援については、新たに県

南に発達障がい者支援センターを設置すると

ともに、保育士や保健師向けの研修会の開催

などにより、早期発見、早期支援ができるよ

う取り組んでまいります。 

 加えて、高度な医療的ケアが必要な重症心

身障害児を支援するため、在宅医療支援体制

を整備するとともに、重度の障害のある方を

在宅で介護する家族の負担軽減に新たに取り

組んでまいります。 

 次に、夢を叶える教育については、児童養

護施設で養育された子供や生活保護世帯の子

供たちに大学等へ進学する際の生活費を貸し

付けるなど、自立に向けた取り組みを推進

し、貧困の連鎖を教育で断ち切ることを目指

します。 

 また、就業や子育てなどに関するさまざま

な困難に直面しているひとり親家庭等を対象

に、より一層の自立に向けて、就労から子育

て、子供の学習支援まで総合的に支援してま

いります。 

 以上、概略を申し上げましたが、詳細につ

きましては、関係各課長が説明いたしますの

で、よろしくお願い申し上げます。 

 以上であります。 

 

○渕上陽一委員長  引き続き各課長から説

明をお願いします。 

 

○古閑健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 委員会資料の平成25年度主要事業及び新規

事業の２ページをお願いいたします。 

 健康福祉政策課では、健康福祉部における

総合的、横断的な取り組みを行っております

が、そのうち大きく４つの項目について御説

明をいたします。 
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 まず、保健・医療の推進についてでござい

ますが、真ん中の欄の１の保健医療計画の推

進ですが、これは、医療法に基づく医療計画

として５年ごとに見直しを行っております。

昨年度、平成25年度から５年間を計画期間と

する第６次計画を策定したところでございま

す。今年度は、この計画に基づきまして、在

宅医療の推進など、いつまでも健康で安心し

て暮らせる熊本を目指して、各種施策に取り

組んでまいります。 

 次に、地域福祉の推進についてでございま

す。 

 １の地域福祉計画推進・支援事業ですが、

平成23年に策定した第２期熊本県地域福祉支

援計画に掲げております、共に支え合う社会

づくりの実現に向けまして着実な推進を図っ

ていきます。また、平成22年当時、全国で唯

一全市町村策定となりました市町村地域福祉

計画に掲げられた取り組みを支援してまいり

ます。 

 主な取り組みとしまして、４点ございま

す。 

 まず、(1)の地域の縁がわ彩り事業です。 

 子供や高齢者、障害者など、地域住民の誰

もがいつでも集い支え合う地域の拠点となり

ます地域の縁がわのさらなる設置促進を図っ

ていくこととしております。熊本モデルとし

て全国からも高い評価を受けております。今

後、地域の縁がわにつきましては、現在380

カ所を整備しておりますが、平成27年度末ま

でに、小学校単位に500カ所を目標として整

備を進めてまいります。 

 次に、(2)の地域の結いづくり活き活き事

業です。 

 身近な地域で住民同士が支え合い、見守り

や声かけなどを行う小地域ネットワーク活動

の充実、推進を図ってまいります。 

 (3)の地域の支
し

事
ごと

おこし事業ですが、地域

の縁がわができる限り自立して運営できるよ

うに、特産品開発等の起業化への取り組みを

支援してまいります。 

 ３ページをお願いいたします。 

 (4)の福祉・介護人材の確保ですが、介護

福祉士などの福祉・介護分野の人材確保の厳

しい状況を踏まえまして、新たな人材の掘り

起こしや潜在的な有資格者への就労支援など

を行い、福祉や介護分野における人材の参入

確保の取り組みを推進してまいります。 

 次に、やさしいまちづくりの推進について

でございます。 

 まず、１のやさしいまちづくり計画の推進

では、高齢者や障害者などの社会参加を促進

するため、平成23年に策定しました第３期や

さしいまちづくり推進計画に掲げた取り組み

の推進を図ってまいります。 

 なお、今年度は、中間見直しを行う予定に

しております。 

 主な取り組みとしまして、(1)のハートフ

ルパス制度の推進・拡充ですが、障害者用駐

車場の適正利用の促進を図るため、駐車場利

用証を発行するハートフルパス制度につい

て、制度の周知と協力施設の拡充を図ってま

いります。 

 (2)の「おでかけ安心トイレ」の普及促進

事業ですが、高齢者や障害者などの外出を支

援するため、車椅子対応などの基準を満たす

トイレを備えた協力施設を募集、登録し、広

く情報提供を行ってまいります。 

 最後に、災害救助対策の推進についてでご

ざいます。 

 １の新規事業、災害派遣福祉チーム（熊本

ＤＣＡＴ）事業ですが、避難所などにおける

高齢者や障害者などを支援する目的で昨年度

発足しました熊本ＤＣＡＴの活動に備えまし

て、傷害保険の加入や研修などを実施するこ

ととしております。 

 ２の災害救助費につきましては、熊本広域

大水害における応急仮設住宅の借り上げや管

理に要する経費を負担するものでございま

す。 
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 健康福祉政策課は以上でございます。 

 よろしくお願いをいたします。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課でご

ざいます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 まず、健康危機管理対策でございます。 

 健康危機の未然防止や事案発生時の迅速な

対応など、健康危機管理体制の充実強化を図

るため、関係機関等と連携しながら、健康危

機管理推進会議の開催や健康危機対処に係る

研修、訓練の実施などに取り組んでまいりま

す。また、実地疫学調査チームの専門職員に

よる調査研究や研修会の派遣を計画していま

す。 

 次に、感染症対策でございます。 

 １の感染症予防事業でございますが、感染

症の発生予防及び蔓延の防止を図るため、県

内の発生動向を毎週調査し、麻疹、風疹、感

染性胃腸炎、インフルエンザなどについて、

発生動向や注意喚起の情報を医療機関等に提

供しているところです。 

 ３の肝炎対策事業でございますが、Ｂ型肝

炎及びＣ型肝炎は、早期に適切な治療を施す

ことにより、肝硬変、肝がんといった重篤な

病態を防ぐことが可能であることから、肝炎

の早期発見、早期治療への促進を図るため、

肝炎治療に係る医療費助成、肝炎ウイルス検

査を実施しています。 

 また、肝疾患治療に係る医療連携体制を構

築する診療連携ネットワークの推進に取り組

むとともに、本県独自の取り組みとして、肝

炎患者サロンの開催を進めております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 次に、新型インフルエンザ対策でございま

す。 

 新たな発生が懸念される新型インフルエン

ザに備えて、県の行動計画に基づく体制を整

備するため、庁内及び関係機関との連携体制

を強化し、県民に向けて、新型インフルエン

ザに係る正しい知識の普及を図っておりま

す。 

 また、危機管理の観点から、国の要請を踏

まえ、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を

行うとともに、医療機関において流行期にも

医療提供できるよう、人工呼吸器の整備支援

を行うこととしています。 

 さらに、ことし４月13日に施行された新型

インフルエンザ等対策特別措置法に基づく現

在の県行動計画の見直しを行うこととしてお

ります。 

 次に、食品の安全確保対策でございます。 

 １の食品営業監視事業でございますが、県

内に流通する食品の安全確保を図るため、平

成25年度熊本県食品衛生監視指導計画に基づ

き、各保健所に配置しております食品衛生監

視員による監視指導を実施しております。 

 また、計画的に収去検査を実施し、違反食

品を流通から排除するとともに、違反の原因

究明と再発防止対策に取り組んでいるところ

です。 

 ６ページをお願いいたします。 

 次に、４のと畜検査事業、ＢＳＥ食肉検査

体制整備事業、食鳥肉処理安全対策事業でご

ざいますが、屠畜場、食鳥処理場で食肉とし

て処理される牛、豚、馬及び食鳥について、

食用の可否の検査と衛生指導を行っていると

ころです。 

 最後に、動物の愛護管理でございます。 

 １の犬取締事業、動物愛護管理事業でござ

いますが、狂犬病の発生を予防するととも

に、野犬や未係留犬による人への危害を防止

するため、犬の捕獲抑留、犬、猫の引き取

り、処分並びに県動物管理センターの管理運

営を委託して実施しております。 

 また、終生飼育の向上のため、新たに動物

管理センターに動物愛護専門員を設置し、保

健所における動物愛護事業の支援に取り組む

こととしております。 

 健康危機管理課は以上でございます。 
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 よろしくお願いいたします。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 同じく委員会資料の７ページをお願いいた

します。 

 項目欄「長寿・安心・くまもとプラン」に

関することでございますが、説明欄をお願い

いたします。 

 １の高齢者福祉計画・介護保険事業支援計

画評価・推進事業でございますが、平成24年

３月に策定しまして、平成24年度から26年度

までを計画期間といたします本県の第５期高

齢者福祉計画・介護保険事業支援計画でござ

います長寿・安心・くまもとプランの推進を

図るものでございます。社会福祉審議会の保

健福祉推進部会を開催いたしまして、計画の

進捗状況などにつきまして、協議、評価等を

行っていただき、計画を推進するものでござ

います。 

 次に、項目欄、元気高齢者に対する取組み

でございますが、説明欄をお願いいたしま

す。 

 １の明るい長寿社会づくり推進事業でござ

いますが、熊本さわやか大学校の運営やシル

バー作品展、スポーツ交流大会等、高齢者の

生きがいと健康づくり推進事業を行う熊本さ

わやか長寿財団に対する助成でございます。 

 ２の県・市町村老人クラブ連合会活動推進

事業でございますが、高齢者の生きがいや健

康づくりと高齢者の介護予防を推進する県老

人クラブ、市町村老人クラブ連合会の運営費

や活動費に対しまして助成するものでござい

ます。 

 ３のシルバーヘルパー活動推進事業でござ

いますが、ひとり暮らしの高齢者への友愛訪

問活動を行いますシルバーヘルパーの養成等

を行いますとともに、老人クラブの活性化の

ため、アドバイザー派遣を行います県老人ク

ラブ連合会に対しまして助成するものでござ

います。 

 ８ページをお願いいたします。 

 項目欄、要介護高齢者に対する取組みでご

ざいますが、説明欄をお願いいたします。 

 １の軽費老人ホーム事務費補助事業でござ

いますが、熊本市以外の軽費老人ホーム17施

設につきまして、各施設が入所者の所得に応

じた利用料を減免した場合に、その減免相当

額を助成するものでございます。 

 ２の介護基盤緊急整備等事業でございます

が、長寿・安心・くまもとプランに基づく特

別養護老人ホームや、認知症高齢者グループ

ホームなどの介護基盤等の整備をする市町村

などに対し助成するものでございます。 

 ３の施設開設準備経費助成特別対策事業で

ございますが、特別養護老人ホームなどの介

護施設等の開設を円滑に進めるために必要な

人件費や広報費等、準備経費に対し助成する

ものでございます。 

 ４の新規事業、特別養護老人ホーム入所申

込者状況調査事業でございます。 

 前回、入所申込者状況調査を行いました平

成21年以降、相当数の施設等を整備してきて

いるところでございますが、一方で高齢者の

数も増加してきており、今年度、その状況を

把握するものでございます。その結果は、来

年度に策定予定の平成27年度からの第６期介

護保険事業支援計画におきます施設整備の方

向性などを検討する基礎資料となるものでご

ざいます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 項目欄、介護職員の処遇改善等でございま

すが、説明欄をお願いいたします。 

 １の現任介護職員等研修支援事業でござい

ますが、介護施設、事業所等のサービスの質

の向上のため、介護サービス事業者が介護職

員等を研修に派遣する場合、その代替職員の

確保を支援するものでございます。 

 ２の「働きながら資格をとる」介護雇用プ

ログラム事業でございますが、求人ニーズの
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高い介護分野において、人材の育成、確保に

つなげるため、離職者、未就職者等が介護施

設で働きながら資格を取得することで、正規

雇用の推進を図るものでございます。 

 ３の介護職員等によるたんの吸引等のため

の研修事業でございますが、介護保険事業所

等におきまして、たんの吸引等の医療的ケア

を行うことのできる介護職員等を養成するた

め、必要な研修事業を行うものでございま

す。 

 ４の介護人材確保対策推進事業でございま

すが、介護人材の確保を目的としました協議

会の開催や、介護業務のイメージアップを図

るための広報啓発活動を行うものでございま

す。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 資料の10ページをお願いいたします。 

 主な事業を御説明いたします。 

 まず、認知症対策についてですが、医療、

介護、地域での支援の３本柱で対策を進めて

おります。 

 １の認知症診療・相談体制強化事業です

が、認知症医療体制の確立や相談体制の充実

を図るもので、主な取り組みとしまして、①

の認知症の早期診断等を行うために設置して

いる認知症疾患医療センターや②の認知症に

関する相談窓口の運営を行ってまいります。 

 ２の「熊本モデル」認知症疾患医療機能強

化事業ですが、熊本モデルと呼ばれる本県の

認知症医療体制をさらに充実させるため、熊

本大学と連携して、専門医等の養成に取り組

んでまいります。 

 ３の認知症地域連携パス事業ですが、医療

機関や介護施設などの連携を強化し、適切な

医療、介護を提供するため、認知症の患者の

方にお持ちいただく受診手帳をモデル的に導

入するものでございます。 

 ４の認知症ケア・アドバイザー派遣事業及

び５の若年性認知症対策事業は、認知症ケア

の質を高めるため、施設職員への研修等を行

うものでございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 ６の認知症サポーター活動活性化事業です

が、認知症高齢者等の見守り役や話し相手に

なるなど、認知症サポーターの地域での活動

をさらに広げるため、研修や活動費助成等に

より支援してまいります。 

 ７の新規事業、「熊本モデル」アジア交流

促進事業ですが、国際交流促進員を配置しま

して、アジア各国に対して本県の認知症医療

体制に関する情報を発信し、交流を促進する

もので、認知症に関する国際学会の誘致等に

も取り組んでまいります。 

 次に、地域包括ケアの推進でございます。 

 １の新規事業、訪問看護推進等在宅療養支

援体制づくり事業ですが、高齢者等の地域で

の生活を支える地域包括ケアシステムの構築

に向けて、関係機関の連携促進や訪問看護提

供体制の整備を進めるための会議、普及啓

発、働きかけ等を行い、地域での取り組みを

推進してまいります。 

 ２の新規事業、訪問看護ステーション等立

上げ支援事業ですが、県内全域で訪問看護を

利用できるよう、訪問看護が手薄な条件不利

地域等でのサービス立ち上げを行う事業所に

立ち上げ費用等を助成するものでございま

す。 

 ３の訪問看護推進人材育成事業及び４の訪

問看護ステーションサポートセンター運営事

業ですが、訪問看護師の養成や訪問看護ステ

ーションからの各種相談などに応じるサポー

トセンターを運営する県看護協会への助成な

どにより、訪問看護の充実を図ってまいりま

す。 

 12ページをお願いいたします。 

 １つ飛んで、６の新規事業、高齢者生活支

援サービス創出支援事業ですが、介護サービ
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スなどに加えて、買い物支援や配食等の生活

支援サービスの整備を促進するため、市町村

の職員を対象とした研修等を行うものでござ

います。 

 ７の中山間地域等在宅サービス提供体制モ

デルづくり事業ですが、介護基盤が脆弱な中

山間地域等において、在宅生活を支えるサー

ビスの提供体制モデルづくりを進める市町村

を支援するとともに、モデル事例を各地域に

普及してまいります。 

 次に、介護保険制度の運営でございます。 

 １の介護給付適正化推進事業及び２の介護

相談員普及促進事業並びに３の第６期介護保

険事業計画策定支援事業は、いずれも新規事

業ですが、介護保険が適切に運営されるよ

う、給付適正化の取り組みや介護相談員の普

及、また第６期介護保険事業計画の策定準備

などについて、保険者である市町村をしっか

りと支援してまいります。 

 ４の介護給付費県負担金交付事業ですが、

市町村が行う介護保険給付に対し、法に定め

られた負担割合に応じて負担するものでござ

います。 

 13ページをお願いいたします。 

 ５の地域支援事業交付金交付事業ですが、

介護予防や買い物支援といった日常生活支援

など、市町村が地域の実情に応じて実施する

取り組みに対して、法に基づき交付金を交付

するものでございます。 

 ６の介護保険低所得者対策特別事業です

が、低所得者の利用料負担を軽減する社会福

祉法人等に助成を行う市町村に補助するもの

でございます。 

 認知症対策・地域ケア推進課は以上でござ

います。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 14ページをお願いします。 

 まず、項目、生活困窮者への支援強化につ

いてでございます。 

 １、生活保護、(1)動向についてでござい

ます。 

 備考欄に掲げておりますとおり、平成８年

度以降、増加傾向が続いております。直近の

数字を説明欄の表に載せておりますが、こと

し２月現在の生活保護率は、県全体で人口1,

000人当たり14.22人となっております。 

 次に、(2)主な取組みでございます。 

 ①適正な制度の運営につきましては、真に

必要な方が保護され、受給要件を満たさない

者が不当に受給することがないよう、各福祉

事務所への指導監査等を通じまして、福祉事

務所の資質の向上に取り組んでまいります。 

 ②自立支援につきましては、生活保護受給

者の自立支援を推進するため、点の１つ目で

すけれども、就労意欲喚起等支援事業と点の

２つ目、子どもの健全育成事業による学習支

援、そして、15ページになりますが、精神科

病院等を退院した被保護者が居宅生活の継続

等を支援する事業に取り組んでまいります。 

 15ページの点の２つ目でございますが、今

年度新規事業であります中間的就労体験支援

事業は、就労にふなれな被保護者に対し、就

労訓練やボランティア活動等のいわゆる中間

的就労を通じまして、就労への意欲を高め、

求職活動につなげていくことができるよう支

援するものでございます。 

 ２番目、生活困窮者対策についてでござい

ます。 

 厳しい経済情勢や雇用状況の悪化等によ

り、生活に困窮する方々が増加しておりま

す。このため、(2)主な取組みの①ホームレ

ス対策事業におきましては、ホームレスが起

居する場所を巡回するなどして相談に応じる

事業、一時宿泊所を提供する事業などに取り

組んでおります。 

 ②住宅手当緊急特別措置事業は、働く能力

や意欲はあるものの、離職を余儀なくされた

方の中で、住宅を失うか、失うおそれのある
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方に対しまして、住宅手当を支給するもので

ございます。 

 16ページをお願いします。 

 ③生活保護世帯からの進学応援資金貸付事

業は、生活保護世帯の子供が大学等へ進学す

ることを応援するために、修学期間中の生活

費の貸し付けを行うものでございます。 

 ④矯正施設等退所者社会復帰支援事業は、

高齢者や障害のある方といった福祉的な支援

を必要とする刑務所等矯正施設退所者につい

て、退所後直ちに福祉サービスにつなげるた

めのセンターを設置し、退所者の再犯防止と

社会復帰を支援するものでございます。 

 ⑤今年度新規事業で、生活困窮者総合相談

支援モデル事業は、国におきまして、生活保

護制度の見直しにあわせ、生活困窮者の自立

支援のための新法制定が検討されていること

を踏まえまして、生活困窮者の支援を一体的

に行う総合相談窓口を福祉事務所数カ所にモ

デル的に設置するものでございます。 

 17ページをお願いします。 

 援護行政についてでございます。 

 老朽化が著しかった引揚者住宅山の上団地

につきまして、建てかえ及び入居者の移転を

昨年度までに完了したところでございます。 

 今年度は、残存する２店舗に営業補償を行

うとともに、第１棟から第４棟までの解体工

事を行うこととしております。 

 なお、工事等は、土木部住宅課の所管とな

っております。 

 次に、社会福祉施設等指導監査でございま

す。 

 社会福祉法人及び施設の適正な運営を確保

するため、関係法令等に基づき監査を実施し

ております。今年度は、43の法人と164の施

設に対しまして監査を実施する予定としてお

ります。 

 社会福祉課は以上でございます。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 18ページをお願いいたします。 

 最初の項目は、保育サービスの充実による

児童福祉施策の推進でございます。 

 まず、１番は、熊本市以外の私立保育所31

2カ所分の運営費の県負担金でございます。 

 ２番は、延長保育や休日保育などを行う市

町村に補助をし、子育てと仕事の両立支援を

進めます。 

 ３番は、私立保育所の施設整備を行う市町

村に補助するものです。本年度は、22カ所を

予定しております。 

 ４番は、第３子以降の３歳未満児の保育料

無料化などを行う市町村に補助するもので

す。現在は、全市町村で無料化を実施いただ

いております。 

 ５番の家庭的保育といいますのは、保育士

などの資格を持った人が認定研修を修業しま

して、自宅などで子供を預かる事業ですけれ

ども、これに取り組む市町村に補助するもの

でございます。 

 ６番は、新規ですが、子供が病気の際に保

護者が仕事を休めない場合などの病児・病後

児保育につきまして、これまでの事業運営費

に加えて、新たに施設の設置を進める市町村

に補助するものです。 

 ７番は、保育所職員の研修事業ですが、テ

ーマとしましては、発達障害や児童虐待、危

機管理など、現場のニーズに応じて実施いた

します。 

 19ページをお願いいたします。 

 ８番は、保育所の食育活動や給食管理への

支援、地域での食育相談などに取り組みま

す。 

 次の項目は、次世代育成支援行動計画の推

進と地域における子育て支援でございます。 

 まず、１番は、行動計画を着実に進めるた

め、フォローアップの会議などを行います。 

 ２番は、子育てを社会全体で支えるための

意識啓発や市町村、団体、企業などの取り組
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みを支援いたします。 

 ３番は、市町村が実施する放課後児童クラ

ブの運営や各種事業へ補助しますとともに、

本年度は、新たに、県事業としまして、指導

員の研修事業にも取り組みます。 

 20ページをお願いいたします。 

 次の項目は、母子保健対策の推進でござい

ます。 

 まず、１番、極低出生体重児等への支援は

３本ございます。 

 (1)は、ＮＩＣＵ長期入院児の在宅移行支

援でございます。 

(2)は、県内の全妊婦を対象にした熊本型

早産予防対策、(3)は、リトル・エンジェル

と呼んでおります1,500グラム未満の極低出

生体重児とその保護者への支援でございま

す。 

 次に、２番、小児に対する医療給付等は５

本ございます。 

 (1)は、出生時の体重が2,000グラム以下の

未熟児養育医療費、(2)は、身体に障害のあ

る子供のための自立支援医療、(3)は、いわ

ゆる難病ですが、小児慢性特定疾患の治療研

究事業、(4)は、乳幼児医療費助成を行う市

町村への補助でございます。(5)の先天性代

謝異常等検査につきましては、公費で行う検

査の対象は、これまで６疾患でしたけれど

も、本年度から、タンデムマス法という検査

を導入しまして、新たに13疾患追加いたしま

す。 

 21ページをお願いいたします。 

 ３番、妊娠、出産に関する事業は４本ござ

います。 

 (1)は、不妊専門の相談事業や不妊治療へ

の助成、(2)は、女性特有の悩みに対する相

談事業やＨＴＬＶ－１という、これは治療が

大変難しい成人Ｔ細胞白血病などを引き起こ

すウイルスですけれども、これへの母子感染

対策、それから、望まない妊娠予防対策で

す。(3)は、思春期の子供たちに対する性教

育や相談事業、(4)は、産後うつなどの早期

発見やサポートを行う事業でございます。 

 次に、最後の項目は、発達障がい児の支援

でございます。 

 子ども未来課で担当しますのは、早期発

見・早期支援事業ですが、昨年度、乳幼児健

診で活用する保健師向けのマニュアルを作成

いたしました。本年度は、その周知のための

研修と、新たに保育所や幼稚園向けのマニュ

アルを作成いたします。 

 子ども未来課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課でございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 まず、要保護児童対策でございます。 

 説明欄１の児童養護施設等への措置費は、

保護を要する児童を施設に入所させたり、里

親に委託した場合に、その経費を助成する事

業でございます。 

 説明欄２と３は、児童虐待に関する事業で

ございます。２は、児童虐待防止対策や市町

村を初めとする関係機関とのネットワークづ

くりなど、児童虐待対応の中核となる児童相

談所の活動費です。３は、児童相談所におけ

る児童の安全確認の強化のため、虐待対応に

係る非常勤職員を配置するものです。 

 ４の里親推進事業は、国が家庭的な養護を

推進していく方向性を示している中で、児童

をより家庭的な環境のもとで養育する里親制

度の普及促進や児童相談所に専任職員を配置

し、里親に対する研修や里親委託の推進を図

る事業でございます。 

 23ページをお願いいたします。 

 ひとり親等家庭福祉の推進でございます。 

 まず、説明欄１のひとり親家庭等応援事業

については、安心こども基金を活用し、平成

22年度から取り組んでいるものです。さまざ

まな困難に直面しているひとり親家庭等を対
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象に、就労にとどまらず、子供の学習支援や

生活相談など、総合的に支援する事業でござ

います。 

 ２のひとり親家庭等支援事業は、ひとり親

家庭等が自立し、安心して生活できる環境づ

くりを推進するための各種事業でございま

す。このうち２つ目のポツの母子家庭高等職

業訓練促進事業は、母子家庭の母親が看護師

等の資格取得のために養成機関に通う間、生

活費相当額を支給するものです。 

 ３の児童扶養手当支給事業は、ひとり親家

庭等に月４万円程度の児童扶養手当を支給す

るものです。 

 ４のひとり親家庭等医療費助成事業は、県

独自の支援策として、医療費の自己負担分の

一部を助成する市町村に対して補助するもの

でございます。 

 ５の母子寡婦福祉資金貸付金は、母子家庭

や寡婦の経済的自立等を図るため、修学資金

や生活資金などの貸し付けを行うものです。 

 ６の児童手当市町村交付金事業は、児童手

当に係る県負担金を市町村に交付するもので

す。 

 24ページをお願いします。 

 子ども・若者への支援につきましては、平

成22年４月に施行された子ども・若者支援推

進法に基づき、ひきこもり、ニートなどの社

会生活を円滑に営む上で困難を有する子供や

若者を支援するため、地域協議会の開催を通

じ、シンポジウムの開催などの啓発事業を実

施していくこととしております。 

 最後に、ＤＶ対策でございます。 

 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保

護のため、高等学校等における未然防止教育

の実施や福祉総合相談所に設置しております

女性相談センターにおける相談対応、民間シ

ェルターへの補助等を行ってまいります。 

 子ども家庭福祉課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○松永障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 委員会資料の25ページをお願いいたしま

す。 

 各事業を県の障がい者計画に沿った４項目

に分けた上で、主な事業と新規事業等を中心

に御説明をさせていただきます。 

 まず、１つ目の項目は、障がい者施策の総

合的な推進でございます。 

 本県の障害者施策につきましては、障害者

基本法に基づきます第４期熊本県障がい者計

画「くまもと・夢・障がい者プラン」に基づ

きまして、計画的に実施をしているところで

す。 

 続きまして、２つ目の項目は、保健・医療

及び地域生活支援体制の充実です。 

 そのうち、まず、保健・医療体制の充実で

ございますが、１の重度心身障がい者医療費

助成事業及び２の精神通院医療費は、障害児

（者）の医療費について助成を行うもので

す。 

 ３の精神科救急医療体制整備事業では、

(1)の事業で、休日や夜間における医療体制

の確保、また(2)で、緊急の電話相談や受診

先の医療機関の紹介を行う精神科救急情報セ

ンターを運営してまいります。 

 26ページをお願いいたします。 

 また、今年度から新たに身体科、Ｇという

ふうに表現します。それと、精神科を略して

Ｐと表現しますが、この身体科と精神科の連

携に関しますＧＰ連携検討委員会を設置し

て、身体疾患を合併しました精神疾患患者の

治療体制を強化してまいります。 

 ４のうつ病対策の推進ですが、うつ病は、

身体症状が出ることも多く、最初に内科等を

受診する場合も多いために、今年度から、新

たに、かかりつけ医師に対しまして、うつ病

等の精神疾患に対する基礎的な研修を行って

まいります。 

 次に、中段の地域生活支援の充実でござい
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ます。 

 まず、地域生活支援体制の整備としまし

て、１にありますように、市町村が実施いた

します相談支援事業等の地域生活支援事業に

対する補助や、２にありますように、居宅介

護や生活介護等の障害福祉サービス等に係る

自立支援給付費の支給に対する補助などを行

います。 

 次に、27ページをお願いいたします。 

 ４の精神障がい者アウトリーチ推進事業

は、民間の精神科病院に医療や保健、福祉関

係者等の多職種から成りますアウトリーチチ

ームを設置しまして、治療を中断したり、拒

否している在宅の精神障害者を訪問して、医

療や保健、福祉サービスを包括的に提供いた

します。 

 次の項目の地域移行への支援ですが、(1)

にありますように、地域移行支援アドバイザ

ーを配置しまして、退院した精神障害者の人

たちが地域生活に円滑に移行できるように取

り組んでおります病院関係者等を支援、助言

するというものです。これとともに、(2)に

ありますように、おおむね60歳以上の高齢の

統合失調症の入院患者を対象に、病院スタッ

フと相談支援専門員等がチームを組みまし

て、障害福祉サービス事業者等と連携して、

退院に向けた取り組みを行ってまいります。 

 次の項目の施設サービスの充実でございま

すが、障がい者福祉施設整備費は、国庫補助

メニューに沿って施設整備等への助成を行う

ものです。 

 最下段の家族に対する支援としまして、新

規事業の重度障がい児（者）介護者レスパイ

トケア支援事業でございます。 

 ４カ年戦略において介護を行う御家族の負

担軽減を図ることとしておりますが、その取

り組みといたしまして、たん吸引や経管栄養

など医療的ケアが必要な重度障害児（者）を

受け入れます日中一時支援事業所に対しまし

て、看護師等を配置するための経費の一部を

助成してまいります。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

 新たな障害に対する支援等のうち、まず、

発達障がい児（者）への支援でございます。 

 １の発達障がい者支援体制整備事業は、ラ

イフステージに応じた支援体制の整備、充実

を図るものでして、特に、医療体制の一層の

充実に向けて、今年度から、新たに医療体制

検討部会を立ち上げ、小児科と精神科の連携

や医療と福祉の連携を進めてまいります。 

 ２の南部発達障がい者支援センター新設事

業は、県としては２カ所目となります発達障

がい者支援センターを県南地域に今年度の下

期から設置、運営するものですが、３の北部

発達障がい者支援センターとして、既に活動

しております大津町のわっふるとあわせまし

て、発達障害者の相談から就労までの総合的

な専門相談機関として運営してまいります。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 ３つ目の項目です。 

 安心して暮らせる社会環境の整備でござい

ます。 

 まず、雇用・就労の促進ですが、１の工賃

向上計画支援事業は、県の工賃向上３カ年計

画に基づき、商品力の向上や販路拡大への支

援、官公需発注の拡大等を行うことにより、

各事業所における工賃の向上につなげます。 

 ２の新規事業の障がい者職場実習促進事業

は、障害のある実習生を受け入れる農業法人

等が、受け入れのために、トイレ等の改修や

設備整備を行う場合にその経費について助成

をします。 

 30ページをお願いいたします。 

 最後の４つ目の項目であります「ともに生

きる社会」に向けた意識づくりでございま

す。 

 １の障害者条例推進事業は、一昨年の７月

に制定いたしました障害のある人もない人も

共に生きる熊本づくり条例に基づき、相談体

制の整備、運用、個別事案解決のための調整
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委員会の運営、啓発冊子の作成等を行うもの

です。 

 ２の障害者虐待防止対策支援事業は、昨年

10月に全面施行されました障害者虐待防止法

に基づき、関係機関等との連携協力体制を強

化するとともに、障害者への虐待防止に関す

る研修や広報、啓発を実施するものです。 

 障がい者支援課は以上です。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 委員会資料の31ページをお願いいたしま

す。 

 主要事業、新規事業のうち、主なものにつ

いて御説明をさせていただきます。 

 まず、医師確保総合対策についてでござい

ます。 

 (1)から32ページの(6)までは、地域医療に

従事する医師の養成や派遣、確保するための

事業でございまして、(1)の寄附講座開設事

業は、熊本大学医学部附属病院に開設した２

つの寄附講座を通じて、総合診療医の養成や

地域の公的病院等へ専門医の派遣を行うもの

でございます。(2)の医師修学資金貸与事業

は、将来地域医療に従事する医師を確保する

ため、熊本大学医学部の学生を対象に修学資

金を貸与し、医師として、知事が指定する地

域の病院等に一定期間従事すれば返還を免除

するものでございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 32ページの(7)から(9)までは、救急医や産

科医など、確保が難しい医師の処遇改善を図

るための事業でございます。 

 一番下の(10)天草保健医療圏遠隔医療等設

備整備事業は、天草保健医療圏における病院

及び診療所間の連携強化等を図るため、医療

機関が行う遠隔医療システム等の整備につい

て助成するものでございます。 

 33ページをお願いいたします。 

 次に、看護職員確保対策についてでござい

ます。 

 １の看護職員確保総合推進事業の(1)から3

4ページの(6)までの事業は、看護職員のキャ

リアアップを支援するために取り組む事業で

ございます。(1)准看護師のキャリアアップ

支援事業は新規事業でございまして、看護師

資格取得を目指す准看護師に奨学金を支給し

ます勤務先医療機関に対して助成を行うもの

でございます。(2)の看護師等修学資金貸与

事業は、医師修学資金と同様、県内に就業す

る看護師等を確保するため、看護学生に修学

資金を貸与するもので、本年度から貸付枠を

100人から120人に拡充しております。 

 34ページをお願いいたします。 

 (7)から(11)までの事業は、魅力ある職場

づくりを推進するために取り組む事業でござ

います。(7)看護職員確保対策支援事業で

は、魅力ある病院づくり事業など就労環境の

改善に取り組む医療機関に対し支援や助成を

行うとともに、潜在看護師の再就業に向けた

研修会を実施することとしております。 

 (8)から(11)までの事業は、病院内保育所

の整備や運営等について助成するもので、

(9)の病院内保育所初度設備整備事業は、本

年度からの新規事業でございます。 

 (12)と(13)の事業は、無料職業紹介など、

未就業者等の就労支援をするために取り組む

事業で、(13)の就労サポート事業は、本年度

の新規事業でございます。 

 35ページをお願いいたします。 

 ２の看護師養成所等運営費補助事業は、看

護職員の確保を図るため、看護師等養成所の

運営費について助成を行うものでございま

す。 

 36ページをお願いいたします。 

 次に、在宅医療推進対策についてでござい

ます。 

 １の在宅医療連携推進事業は、在宅医療の

提供体制を整備するため、各保健医療圏に設

置する医療・介護・福祉関係者など、多職種
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による検討会議や連携促進のための研修を実

施するものでございます。 

 次に、訪問看護推進対策についてでござい

ます。 

 県内どこでも訪問看護サービスが受けられ

るよう、研修等を通して訪問看護師等の養成

や資質向上に取り組むとともに、訪問看護ス

テーションの機能強化を図るための事業に取

り組んでまいります。 

 37ページをお願いいたします。 

 次に、へき地医療対策についてでございま

す。 

 僻地医療につきましては、自治医科大学出

身者への支援等を中心に医師の確保に取り組

むとともに、僻地医療施設の運営費や設備整

備等について助成することとしております。 

 一番下の４、上天草総合病院診療体制整備

事業は新規事業で、へき地医療拠点病院でご

ざいます上天草総合病院が僻地診療体制の充

実を図るために行う電子カルテシステム整備

費について助成するものでございます。 

 38ページをお願いします。 

 救急・災害医療対策についてでございま

す。 

 ２のヘリ救急医療搬送体制整備事業は、ド

クターヘリと防災消防ヘリの２機による熊本

型ヘリ救急搬送体制に係る運航経費や医療ス

タッフの研修費等の助成を行うものでござい

ます。 

 一番下の５、医療施設耐震化整備事業は、

平成21年９月に設置しました熊本県医療施設

耐震化臨時特例基金をもとに、災害拠点病院

の耐震化整備に対して助成するものでござい

ます。 

 39ページをお願いいたします。 

 小児・周産期医療対策についてでございま

す。 

 １と２は、小児医療対策で、小児患者の夜

間電話相談、シャープ8000を実施するととも

に、熊本大学医学部附属病院に開設しました

寄附講座において、高度な医療ケアを要する

子供の療養支援システムの構築に関する研究

調査等に取り組むこととしております。 

 ３と４は、周産期医療対策で、母体、新生

児の迅速な受け入れ体制を整えるため、中核

的な周産期医療機関にＰＨＳを配備するとと

もに、地域の周産期中核病院の設備整備や療

育専門職員の配置に対して助成することとし

ております。 

 次に、脳卒中・急性心筋梗塞対策でござい

ます。 

 １の脳卒中等医療推進事業は、熊本大学医

学部附属病院に開設しました脳卒中・急性冠

症候群医療連携寄附講座において、阿蘇医療

圏の脳卒中や急性心筋梗塞等に係る医療体制

の支援等を行うものでございます。 

 一番下の３、阿蘇医療圏二次救急医療機能

整備事業は、阿蘇医療圏の救急医療機能を向

上させるため、阿蘇中央病院の施設整備等に

対し助成を行うものでございます。 

 40ページをお願いいたします。 

 歯科医療対策でございます。 

 歯科医療対策につきましては、障害児(者)

や休日の歯科診療を確保するため、口腔保健

センターの運営費や摂食リハビリテーション

への取り組みについて助成することとしてお

ります。 

 次に、医療安全対策・医療提供体制の向上

でございます。 

 本庁と保健所に県民の医療安全に関する相

談窓口として医療安全支援センターを設置

し、県民からの相談、苦情等に対応するとと

もに、医療機関等の療養環境、衛生環境等の

改善や機能拡充のための施設や設備整備費に

ついて助成することとしております。 

 医療政策課は以上でございます。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 資料の41ページをお願いいたします。 
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 まず、国民健康保険制度安定化対策につい

てでございます。 

 国民健康保険制度は、事業の方、年金生活

の方、さらには企業の保険に加入されていな

い方を対象とします保険制度で、市町村が行

っているものでございます。 

 (1)の県調整交付金については、この市町

村が行います国民健康保険の財政の不均衡を

是正、調整するため、各市町村の医療費や所

得水準、災害などの特別な事情に基づきまし

て交付するものでございます。 

 (2)の保険基盤安定制度県負担金は、国民

健康保険関係法令に基づきまして市町村が行

いました低所得世帯への保険料(税)の軽減に

要する費用を負担するもので、①は、均等割

軽減に対応するもの、②は、所得割の軽減に

対応するものでございます。 

 (3)の高額医療費共同事業県負担金は、80

万円以上の高額な医療費の発生によります市

町村国保の財政リスクを軽減するため、市町

村が共同して行う事業への負担金を交付する

ものでございます。 

 次に、後期高齢者医療対策についてでござ

います。 

 後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者

等を対象といたしまして、平成20年度から実

施されているものでございます。(1)の医療

給付費県負担金は、後期高齢者の療養の給付

に要した費用につきましては、県、市町村、

国で一定の割合を負担しておりますが、その

県負担分を、(2)の保険基盤安定県負担金

は、法律に基づき低所得者の保険料の軽減に

要した費用を、(3)の高額医療費負担金は、

高額な医療費の発生を軽減するための費用を

それぞれ一定の割合で交付するものでござい

ます。 

 ２の後期高齢者医療財政安定化基金積立金

は、後期高齢者医療の保険者であります広域

連合に対しまして、保険料の収納リスク、保

険給付のリスクへの対応として、県に設置し

ております基金へ積み立てるものでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○山内健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 委員会資料の42ページをお願いいたしま

す。 

 県では、昨年度、第３次熊本県健康増進計

画くまもと21ヘルスプランを策定いたしまし

た。今年度は、この計画に基づきまして、壮

年期死亡の減少、健康寿命の延伸及び生活の

質の向上を目標として、県民を初め、行政や

関係機関、団体が一体となった健康づくりを

進めてまいります。 

 まず、生涯を通じたより良い生活習慣の形

成及び健康づくりの推進についてでございま

す。 

 １の生活習慣病対策の推進は、主な取り組

みといたしまして、(1)の糖尿病医療スタッ

フ養成支援事業では、熊大病院と連携し、適

切な医療や療養指導等を提供できる医療スタ

ッフの養成及び糖尿病医療連携体制の整備へ

の支援を行ってまいります。 

 次に、(2)の特定健康診査等実施事業は、

市町村国保が実施する特定健診等に要する経

費について補助するものです。 

 次に、２の歯科保健対策の推進についてで

ございます。 

 昨年度、今年度から29年度までを計画期間

とする第３次熊本県歯科保健医療計画を策定

いたしました。今年度は、この計画に基づき

まして、県内の歯及び口腔の健康づくりを推

進してまいります。 

 主な取り組みとしまして、(1)の歯科保健

推進事業は、8020推進等の人材育成や幼児、

児童生徒への指導のほか、市町村が行う４歳

未満児へのフッ化物塗布事業及び保育所、幼

稚園、小中学校が行うフッ化物洗口事業に要

する経費への補助を行うものです。 
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 (2)の高齢者の口腔ケア推進事業は、高齢

者施設の介護職員の技術向上に向けて、指

導、助言及び研修等を行うものです。 

 次に、３の市町村健康増進事業は、市町村

が行う健康増進事業に要する経費に対して補

助を行うものです。 

 次に、４の県民による健康長寿推進事業

は、県民提案による健康づくりモデル事業を

実施し、県民主体による健康づくりの推進を

行うものです。 

 次に、43ページをお願いします。 

 健康食生活・食育の推進についてでござい

ます。 

 まず、１のライフステージに応じた健康食

生活・食育の推進では、健康食生活・食育推

進計画の普及推進、連携会議の開催、食育キ

ャンペーン活動等、ライフステージに応じた

取り組みの強化に取り組んでまいります。 

 次に、２のおやつで育む食育実践講座事業

では、今年度から、農林水産部所管の事業の

一環として、放課後児童クラブ10カ所程度で

地域の産品を活用したおやつづくりの体験講

座を開催し、地域の産物や食文化についての

理解を深めるとともに、正しい生活習慣の定

着を図ってまいります。 

 次に、３の食環境の整備は、県民が安心し

て外食等を楽しめるように、健康に配慮した

メニューを提供する店舗を健康づくり応援店

として指定し、県民の健康づくりを支援する

ものです。 

 また、カロリーや塩分を控えたブルーサー

クルメニューを熊本大学等と一緒に開発し、

糖尿病患者さん等の食生活支援を始めており

ます。 

 次に、44ページをお願いします。 

 難病(特定疾患)対策についてでございま

す。 

 まず、１の特定疾患治療費ですが、これ

は、国が指定する56の特定疾患について医療

費を公費負担することにより、患者と家族の

負担の軽減を図っていくものでございます。 

 ２の難病相談・支援センター事業は、同セ

ンターに相談員を配置し、難病患者やその家

族等への日常生活における相談ですとか、関

係機関と連携した就労支援等を実施するもの

です。 

 ３のアミロイドーシス診療体制構築事業で

すが、アミロイドーシスとは、アミロイドと

いう異常たんぱくにより、個々の臓器の機能

障害を来す疾患の総称ですが、その適切な診

断、治療ができる専門医の養成、医療連携を

推進してまいります。 

 次に、がん対策でございます。 

 がん対策につきましては、本年３月に第２

次熊本県がん対策推進計画を策定し、今年度

は、この計画に基づきまして各種施策に取り

組んでまいります。 

 まず、１のがん対策推進事業は、国指定の

がん診療連携拠点病院が実施するがん医療従

事者に対する研修、普及啓発等への補助、が

ん患者と家族等が心の悩みや体験等を語り合

えるがんサロンの普及を行うものです。 

 ２の天草・芦北圏域がん診療機能強化事業

は、国の指定要件を満たすがん診療連携拠点

病院が当該圏域にないことから、当該病院に

おける研修・相談事業、診療連携等に対する

経費を助成するものです。 

 ３のがん地域連携クリティカルパス支援事

業は、各医療機関と患者が共有する治療計画

となるクリティカルパスの普及を図るため、

運用コーディネーターを熊大病院に配置し、

がん診療連携の充実を図るものです。 

 ４のがん診療連携拠点病院等病理診断機能

支援事業は、病理診断医が不足していること

から、熊大病院にて専門医及び細胞検査士を

目指す人材を養成し、各地域の拠点病院等へ

派遣することにより、病理診断機能を補塡す

るものです。 

 ５のがん検診受診促進企業連携事業は、本

県のがん検診の受診率は全国平均より高い状
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況にありますが、さらなる受診率の向上に向

け、企業と連携した住民参加型のイベントの

開催や各圏域でのがん検診促進事業を行うも

のです。 

 次に、45ページをお願いいたします。 

 原子爆弾被爆者対策としては、原爆被爆者

で放射能の影響で病気になっておられる方々

への健康管理手当の支給ですとか、原爆被爆

者及び被爆二世の方々に対する健康診断を行

っております。 

 次に、ハンセン病問題対策でございます。 

 ハンセン病問題の理解を深めるため、菊池

恵楓園を訪問する研修会や啓発用パンフレッ

トの作成を行うとともに、無らい県運動検証

委員会での検証結果を25年度末には取りまと

める予定でございます。 

 また、本県出身の療養所入所の方々に対し

て、ふるさと訪問ですとか、熊本ふるさと便

を実施することとしております。 

 健康づくり推進課は以上です。 

 よろしくお願いします。 

 

○今村薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 資料の46ページをお願いいたします。 

 まず、生活衛生関係営業施設の振興及び衛

生対策についてでございます。 

 １の生活衛生環境確保対策事業ですが、理

容所、美容所、クリーニング所などの営業施

設に対しまして衛生管理指導を行い、施設の

衛生水準の向上を図るものでございます。 

 ２の生活衛生営業振興対策事業ですが、公

益財団法人熊本県生活衛生営業指導センター

が実施します経営相談や研修事業などへの補

助を通じまして、経営の健全化や衛生水準の

向上を図るものでございます。 

 次に、献血推進対策についてでございま

す。 

 医療に必要な血液を確保するため、広く県

民の皆様へ普及啓発活動を行うとともに、協

力をいただく組織の育成を行います。特に、

若年層献血者確保対策といたしまして、大学

生組織との連携や将来の献血者の確保を見据

えまして、小中高校生への出前講座などを通

しまして、意識の向上を図ってまいります。 

 次に、臓器移植・骨髄移植対策についてで

ございます。 

 １の移植医療推進普及啓発事業ですが、県

の臓器移植コーディネーターなどの活動強化

や臓器提供体制の整備などに努めるととも

に、公益財団法人熊本県移植医療推進財団等

と連携をいたしまして、普及啓発活動を推進

してまいります。 

 47ページをお願いいたします。 

 ２の移植医療推進支援事業ですが、これ

は、移植医療拠点病院でございます熊本大学

医学部附属病院におきます白血球血液型検査

体制の整備などの経費を助成するものでござ

います。 

 次に、医薬品等の安全確保対策についてで

ございます。 

 ２の後発医薬品の安心使用及び啓発事業で

すが、県民や医療従事者が安心して後発医薬

品を使用できる環境づくりを進めるため、県

内主要病院での後発医薬品採用リスト、これ

は前年度作成いたしておりますが、これの更

新をしまして、その資料を配布したり、講習

会の開催など、情報提供に努めてまいりま

す。 

 ３の新規事業、医薬品等安全情報提供体制

整備事業ですが、公益社団法人熊本県薬剤師

会が行います天草医療圏におきます医薬品等

の情報提供体制整備等の経費を助成するもの

でございます。 

 48ページをお願いします。 

 薬物乱用防止対策についてでございます。 

 青少年層に薬物乱用が広がっておりますこ

とから、県警や教育委員会などと連携しまし

て、小中学校、高等学校での薬物乱用防止教

室の開催、大学生への働きかけなどにより、
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薬物の正しい知識の普及を図り、薬物乱用を

許さないくまもとづくりを進めてまいりま

す。 

 最後に、在宅医療の推進についてでござい

ます。 

 地域単位で薬局、薬剤師による在宅医療を

推進するため、熊本県の薬剤師会が行います

養成研修、あるいは応需体制の整備などの経

費を助成するものでございます。 

 薬務衛生課は以上でございます。 

 よろしくお願いします。 

 

○渕上陽一委員長 次に、病院事業管理者か

ら総括説明を行い、続いて、担当課長から資

料に従い説明をお願いします。 

 初めに、向井病院事業管理者。 

 

○向井病院事業管理者 平成25年度病院事業

の概要の説明に先立ち、病院運営、経営状況

について御説明を申し上げます。 

 経営の自主性、機動性を高めることで、安

定した経営基盤の確立と医療現場の実情に即

した職員配置体制を確立することを目的に、

県立こころの医療センターの運営形態を地方

公営企業法の全部適用に移行いたしまして、

丸５年が経過いたしました。 

 この間、平成21年度から平成24年度を計画

期間とする中期経営計画を策定し、一般会計

からの繰入金の削減など、着実に実行してき

たところであり、経営面では、計画期間中、

収支均衡を図ってまいりました。 

 また、医療面でも、県下精神科医療のセー

フティーネット機能の維持、確保に努めると

ともに、昨年４月からは、こころの思春期外

来を開設するなど、新たな取り組みにも着手

してきております。 

 次に、平成25年度につきましては、本年３

月に策定いたしました平成29年度までの５年

間を計画期間とする第２次中期経営計画に基

づき、県立病院としての役割を果たしなが

ら、発達障害を初めとする思春期医療や地域

生活支援などの取り組みを積極的に進めてま

いります。 

 また、さらなる医業収益の確保を目指すと

ともに、施設の維持管理経費の節減等により

費用の削減に努め、安定した経営基盤を構築

してまいりたいと考えております。 

 第２次中期経営計画では、引き続き医師確

保や職員の病院経営への参画等についても掲

げております。 

 特に医師確保につきましては、安定的な経

営や県立病院としての役割を果たす上でもさ

らに充実を図る必要があることから、今後

も、熊本大学を初め関係機関と連携し、特に

中堅医師を中心とした医師確保に努めてまい

ります。 

 以上が病院事業の概要ですが、詳細につき

ましては、総務経営課長から説明いたします

ので、よろしくお願い申し上げます。 

 

○林田総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 委員会資料の49ページをお願いいたしま

す。 

 平成25年度当初予算でございます。 

 病院事業会計は、病院の管理運営に係る収

益的収支と、建物や施設の整備及び企業債の

元金償還に係る資本的収支からなっておりま

す。 

 収益的収支におきましては、収入で、第２

次中期経営計画上の目標としている患者数を

もとに医業収益を見込むとともに、一般会計

繰入金も含め16億2,000万円余を計上してお

ります。支出では、病院運営の費用として16

億1,000万円余を計上しております。 

 資本的収支におきましては、支出として建

設当時の企業債元金の償還や施設設備の更新

経費等で２億2,000万円余を計上する一方、

収入をゼロとしておりますが、これにつきま

しては、内部留保資金を充当することとして
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おります。 

 50ページをお願いいたします。 

 平成25年度の病院局における主要事業等で

ございます。 

 まず、施設概要等でございます。 

 開設時期等、当院の概要につきましては、

説明欄の表に記載のとおりでございます。 

 当院は、中段に記載しておりますとおり、

県内精神科医療の中核的病院として、民間病

院では対応が困難な患者の治療を行うととも

に、社会復帰活動などにも積極的に取り組

み、短期治療型病院を実現してきたところで

ございます。 

 また、昨年４月から休床しております老人

治療病棟の一部を活用する形で、こころの思

春期外来を開設するなど、県の施策に沿った

新たな取り組みも開始しております。 

 次に、経営状況等でございます。 

 収支見込みは、下段に記載しておりますと

おりであり、収入を見据えながら支出の圧縮

に努め、収支の均衡を確保する予定でござい

ます。 

 51ページをお願いいたします。 

 第２次中期経営計画でございます。 

 今年３月、平成25年度から29年度までを期

間とする第２次中期経営計画を策定いたしま

した。 

 主な内容でございます。 

 県立病院として果たすべき役割として、ま

ず、継続・充実する取り組みでございます。

措置入院等の重篤な患者が多いというのが当

院の特徴であり、このセーフティーネット機

能等を今後もしっかりと維持、充実させてい

くこととしております。 

 また、新たなニーズへの対応として、地域

生活支援室の設置、児童・思春期入院施設の

開設に取り組んでまいります。 

 こうした役割を果たしつつ、安全で質の高

い医療の提供に引き続き取り組むとともに、

これらを実現していくために、運営体制の強

化と安定した経営基盤の維持、向上を図って

いくこととしております。 

 今後、この計画を達成していくため、年次

の実行計画となるアクションプランを策定

し、具体的な取り組みを進めていくこととし

ております。 

 最後に、医師確保対策でございます。 

 当院の安定的な経営や県立病院としての役

割を果たす上では、医師のさらなる充実が必

要と考えており、引き続き、熊本大学を初め

とする関係機関に対し要請を行うなどして、

常勤医師の確保に努めていくこととしており

ます。 

 以上でございます。 

 

○渕上陽一委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、主要事業等について質疑を

受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○重村栄委員 いっぱいあるので、ちょっ

と。時間の関係、余りないごたるんで、少し

整理しながら質問させてください。 

 幾つかの課にまたがっている件でございま

す。 

 基本的に、病診連携の医療連携パス、ある

いはクリティカルパスとかいう手帳とか、そ

ういうやつですが、これは、私は、議会でも

本会議の中で質問をさせていただいたことで

ございます。もう中身については本会議で随

分と言いましたので、あんまり繰り返すこと

は避けますけれども、課別に見れば非常にい

いことなのかもしれませんが、全体的に見た

ときに、それをすることによって負担がふえ

るところが出てくる、これを指摘させていた

だきました。特に地域の医療現場でされてい

るドクターのところにはかなり負担がかか

る、非常にそういう問題点を指摘させていた

だいたところでございます。 

 医療関係でも、スタッフが充実していると
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ころでは十分に対応できるんだけれども、ス

タッフが充実していないところだと、ドクタ

ーにどうしてもそれが負担としてかかってく

ると。これは、それをずっと突き詰めていけ

ば、医療制度の問題点までさかのぼるところ

がありますので、いい面と私が指摘した問題

点とありますので、施策として進めていこう

ということでいろいろされておりますけれど

も、やはり問題点は問題点としてしっかりと

一回把握をしていただいて、それを解決する

方策をしっかりと考えていただきたいなとい

うふうに思います。 

 いろいろ具体的なことは担当の方々ともい

ろいろ意見交換をさせていただいております

ので、その辺は聞いていただければわかると

思います。本会議においては、時間が限られ

ていましたので、かなりはしょった質問もさ

せていただいておりますけれども、その前の

いろんな事前のやりとりの中で、担当課の方

々とはいろいろお話しさせていただいており

ますので、その辺はしっかりともう一度整理

をしていただく、あるいはもう一度検証して

いただくということをぜひお願いをしたいと

いうふうに思います。 

 事業そのものについて反対じゃないんで

す。それは誤解しないでください。 

 それから――続けていいですか。 

 訪問看護ステーションが今からちょっとふ

やしていかなくちゃいけないということなん

ですけれども、これは、訪問看護ステーショ

ンが、言葉としてどうなのか、きちんと充実

している地域とそうでない地域とあるという

ことなんだろうと思うんですけれども、具体

的にどういった地域がまだ充実していないと

いうか、されていないのか、その辺がちょっ

とわかれば教えていただきたいと思います。 

 ちょっと続けてさせてもらいます。 

 それから、社会福祉課、生活保護の件が出

ておりますけれども、熊本県全体が14.22パ

ーミルの保護率、全国が16.9パーミルの保護

率ということで資料に載っておりますが、こ

の全国平均と熊本平均がどんなふうになって

いるのか、だんだん開きよるのか、近づいて

きよるのか、この推移がですね。だんだん全

国平均に近づいてきよるのか、あるいは全国

平均と離れていっているのか、そこがわかれ

ば、ちょっと教えてください。 

 それから、社会福祉課、同じところ。山の

上団地の建てかえが進んでいますが、跡地は

どんなふうにされるのか、跡地の活用計画が

あるのかどうか。 

 それと――委員長、まだいいですか。 

 

○渕上陽一委員長 はい。 

 

○重村栄委員 障がい者支援課、福祉と農業

を連携させようという取り組みをされるよう

ですけれども、これは何か具体的な施策とし

て計画があるのかどうか。障害者の施設の方

々、いろいろ物販だとか、いろいろされて、

苦労されておりますけれども、なかなか売り

上げが伸びないということで、どうしても役

務提供ということにやっぱり頼っていかざる

を得ないのかなという状況がありますけれど

も、その辺で具体的にどういう範囲で、どう

いうことをやろうとしているのか、それにも

って、障害者に還付できるものがどの程度期

待できるのか、その辺が何か計画的なものが

あれば、ちょっと教えてもらえればと思いま

す。 

 一応切ります。 

 

○渕上陽一委員長 ５問、今、重村委員のほ

うから質問がありました。 

 １点目でありますけれども、医療パスにつ

いて、まあ、しっかりとやっていただきたい

ということでありますが、ここは……。 

 

○重村栄委員 答えは要りません。多分出て

こないと思います。 
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○渕上陽一委員長 しっかりやってくれとい

うことですか。 

 

○重村栄委員 はい。 

 

○渕上陽一委員長 ありがとうございまし

た。 

 ２点目でありました訪問看護ステーション

の不備の地点についてということでありまし

たけれども。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 訪問看護ステーションの今の現状について

でございますが、まず、県内には、訪問看護

ステーションが約130ございます。そのうち

多くが、都市部といいますか、平たん部に集

まっておりまして、中山間地域等では立地が

少ないという状況にございます。 

 市町村で申しますと、45市町村のうち14市

町村では、訪問看護ステーションが立地して

いないと。例えば、産山村ですとか、水上

村、五木村等、大体球磨地域、それから阿蘇

地域で立地が少ないと。特に球磨が少ないと

いう状況にございます。 

 それからもう一つは、市町村というレベル

では立地がしていても、特定の市町村のある

地域には少ないというのが、例えば八代の泉

町地区といった山間部のほうですね。それか

ら、天草の下島、特に南部のほうでは訪問看

護の提供が不十分であるという状況にござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○青木社会福祉課長 保護率のお尋ねでござ

います。 

 20年度以降の数字を見てみますと、これは

リーマン・ショック以降ということでござい

ますが、全国平均と県全体の保護率の差、こ

れは、おおむね2.5パーミルから３パーミル

の間を行ったり来たりしております。それ

で、ほぼ横ばいで推移しているということで

す。ちなみに、この県全体の人員といいます

のが、これは政令市を含むところなんですけ

れども、47都道府県中22位、おおむね中位で

推移してきていると。やはり熊本市の影響が

大きいというのがかなりあるところでござい

ます。 

 当然のことながら、県としましては、不正

受給対策等、力を入れているところでござい

まして、法改正の動き等も見据えながら、今

後とも、不正受給対策等、あるいは医療扶助

の適正化等に取り組んでいくということでご

ざいます。 

 お尋ねの２点目、山の上団地の跡地活用に

ついてでございます。 

 これは、１度答弁があったかもしれません

けれども、この山の上団地については、既

に、資料に書いてありますとおり、移転を終

えて、営業補償も今月中に終える予定でござ

います。それを終えた後に、今残っておりま

す住宅１棟目から４棟目を解体し更地にする

と。それ以降の扱いとしては、全庁的に検討

していくということでございますが、一般論

としては、まず、県庁での活用があるかない

か、２点目としては、地元自治体に活用があ

るかないか、そして３点目、売却等の処分を

検討するという流れになると思います。 

 社会福祉課、以上でございます。 

 

○渕上陽一委員長 ５点目でありました福祉

と農業の連携についてということであります

けれども、松永課長。 

 

○松永障がい者支援課長 障害者の方の就労

と農業との連携ですけれども、本日、委員会

資料の29ページの上から２つ目にあります２

というところで、新規事業として１点挙げて

おります障がい者職場実習促進事業の中で１

 - 21 -



第２回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

つはやっていきたいと思っております。障害

者の方を実習生として受け入れていただけま

す農業法人等に対しまして、この助成でやっ

ていきたいと。農機具等を場合によっては買

っていただく、そういうことを考えておりま

す。 

 あと、昨年からやっております地域の農業

サポーター制度を活用いたしまして、県の農

業改良普及員のＯＢの方がボランティアで活

動なさっていまして、そういう方の協力をい

ただきながら一部やっていきたいというふう

に思っております。 

 

○渕上陽一委員長 よろしいですか。 

 

○重村栄委員 いいです。 

 

○平野みどり委員 ちょっと関連なんですけ

れども、訪問看護ステーションについてお伺

いします。 

 130団体といいますか、訪問看護ステーシ

ョンがあるということでしたが、高齢の方

と、あと、障害の方、そこら辺の内訳とかは

わかりますかね。それぞれの１つの訪問看護

ステーションでも違うとは思うんですけれど

も、全く高齢だけをやっていらっしゃるとこ

ろとか、障害に関しても対応できるところと

か、いろいろあると思うんですけれども、そ

こら辺は――大体のところで……。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症・地域ケア課でございます。 

 先ほど申し上げました130という数は、介

護保険サービスのほうで届けを指定している

分でございまして、申しわけありません、ち

ょっと障害のほうは少し……。 

 

○平野みどり委員 訪問看護ステーションと

いっても、今おっしゃるように、介護保険の

部分と障害の部分とで違いますよね。今回、

私、教育委員会のほうで人工呼吸器の子供へ

の対応ということで訪問看護ステーションが

動きに対応していただくような形になったわ

けですけれども、今回は、再春荘病院と、あ

と、熊本市内のＮＰＯ法人ですかね、訪問看

護を専門にやっていらっしゃるところとかが

対応されるようなことですが、今後、県内各

地に支援学校がありますし、そこでそういう

子供が学校に入学するとなったときに、学校

への訪問看護がどれだけできるのかというの

は、やっぱり覚悟して今後はおかないといけ

ないと思いますし、そもそもＮＩＣＵから在

宅のほうに移っていく段階で、きちんと地域

で、市町村で立地していないところもあると

いう話ですから、本当に、どこでどういう子

供が生まれて、そして在宅に戻ることを望ま

れるか、あるいはそうせざるを得ない状況が

来るかというのはわかりませんので、市町村

に立地していないというのは、ちょっと今後

を考えたときにやっぱり怖いなと。高齢の方

たちへの対応もできていないということでし

ょうけれども、こういう立地していないとこ

ろは、隣接する市町村のほうから対応してい

るということなんでしょうか。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 今委員おっしゃいましたとおりですが、例

えば、玉東町ですとか、南小国町、こういう

ところには立地しておりませんが、周辺の市

町村のほうから訪問看護サービスが行われて

おります。ただ、球磨のほうになりますと、

なかなか範囲も広いもんですから、十分それ

はできていないというところもございます。 

 それともう１点、今申し上げているのは訪

問看護ステーションによる訪問看護サービス

の提供なんですが、あと、医療機関、病院に

よるいわゆるみなしという形で訪問看護サー

ビスが提供されているというのもございま

す。 
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○平野みどり委員 高齢だけでなくて、障害

の、特に小さい子供も含めて訪問看護が必要

なところはありますので、そこは担当連携し

て、訪問看護ステーションへの指導、あるい

は研修なども今後必要だと思いますので、自

分たちでしてくださいということでなくて、

行政も何らかのかかわりをしっかり持ちなが

ら、高齢から子供、幼子まで対応できるよう

にしていただきたいなというふうに思いま

す。 

 それと、生保のことが出ましたけれども、

生活困窮者対策ということで、昨年、ちょっ

と残念なことに、県の補助金を不正に運用し

ていたということで指摘をさせていただいて

いるわけですけれども、指名停止になってい

ると思いますが、今年度のそういったホーム

レス支援への対応をする取り組みというの

は、指名停止期間が終わったら、そこも参

入、手を挙げて選んでいくという形になるの

かもしれませんけれども、そこら辺の状況を

ちょっと、今の段階でわかる範囲でお願いし

ます。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課です。 

 委員お尋ねの件でございますが、今年度の

ホームレス対策事業につきましては、現在事

業者を募っているコンペの期間中でございま

す。この期間が５月２日までとなっておりま

す。 

 一方、昨年の、今お話しのあった返還金等

が生じたＮＰＯにつきましては、指名停止期

間が４月、たしか26日までとなっておりま

す。そこで、コンペ期間までに間があります

ので、仮にコンペに応募された場合は、コン

ペの応募自体、それも拒むものではないと。

コンペの俎上に乗せて、そこで審査をさせて

いただくということで考えております。 

 

○平野みどり委員 特にそのＮＰＯ法人を擁

護するわけでも何でもないわけですけれど

も、実際、ホームレスの方々、支援を受けら

れているホームレスの方々との人間関係と

か、そういう部分もあると思いますので、十

分いろんな側面から配慮をしていただきなが

ら、利用者の方々にしわ寄せが来ないように

していただけたらなというふうに思います。 

 よろしくお願いします。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症・地域ケア課でございます。 

 先ほどのお答えの補足をさせていただきま

す。 

 訪問看護師の育成ということで取り組んで

おりますが、その中では、スキルアップしま

して、幾つかのコースを設けております。精

神ですとか、がんですとか、それから小児に

ついても訪問看護師のスキルアップというこ

とで取り組みをしております。引き続き、関

係課と連携しながら、取り組みを進めてまい

ります。 

 

○山田長寿社会局長 先ほどの訪問看護につ

いて補足をさせていただきたいと思います。

訪問看護は、多分障害者専門の訪問看護とい

うか、障害者の制度での訪問看護というのは

特段ございませんで、医療保険と介護保険の

訪問看護があると。それで、医療保険、介護

保険で一つの訪問看護ステーションに指定さ

れますと、同時に、反対側のステーションに

も指定されますので、対象とする訪問看護と

しては同じものになります。全国的に小児の

医療だけを対象とする訪問看護というのは、

多分非常に珍しい取り組みであります。かと

いいましても、訪問看護ステーションとして

は同時に指定されていきますので、医療、介

護、連携して支援していきたいと思っており

ます。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課です。 
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 先ほど私の回答の中で、指名停止期間とい

う言葉を使いましたが、正確には発注停止期

間でございます。修正しておきます。 

 

○岩中伸司委員 私も、この常任委員会に久

しぶりに来て、非常にこの１年間勉強になる

なと、よろしくお願いしたいと思うんです。

一番の今私たちの周辺で課題というのが、特

に、高齢化がどんどん進んでいるという問題

と、捉え方かどうか知らぬけれども、先ほど

から言われている困窮者と言われる人たちが

非常にふえていっているということで、しっ

かりいろんな課題を勉強したいなというふう

に思うんですが、今ちょっと質問もいろいろ

出ていましたので、ちょうどここで、社会福

祉課のほうで、青木課長のほうに質問が集中

していたんですが、生活保護の問題とか、深

刻なもんですから、ここで生活困窮者対策に

ついてというのも、私がちょっとこれを見て

も、厳しい経済情勢、それは家族形態の変化

等々と、云々と書いてあって、生活困窮者が

非常にふえてくるというふうなことですけれ

ども、具体的な数字で今熊本市とそれ以外で

は非常に極端に違うんですね。これは、取り

組みの状況なのか、熊本市が丁寧にそういう

ところを掘り起こされているのか、この違い

というのはどういうふうに認識されています

か。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課です。 

 ちょっと確認でございます。今の委員おっ

しゃられた熊本市との違いというのは、端的

には、例えば生活保護率の違いとか、それを

指すものでございましょうか。 

 

○岩中伸司委員 ええ。 

 

○青木社会福祉課長 熊本市の場合は、従前

から保護率については相当高い水準で推移し

て、郡部と大きな開きがあるわけでございま

すけれども、その原因が何かと聞かれます

と、なかなか難しいところがありまして、実

際人口規模も大きくてというところも絡んで

いるとは思うんですけれども、ちょっと私が

ここでにわかにこれだというふうに特定して

答えるのはなかなか難しいところがありま

す。ただ、郡部の場合は、これはもう直感的

な物言いですけれども、今も変わってきてい

るところではございますが、郡部の場合は、

地域のコミュニティーなり、親族のいわゆる

共助、こういうものが比較的他県よりもしっ

かりしておりますので、その辺あたりは熊本

市と違うかというふうには考えております。 

 

○岩中伸司委員 何か年寄りが地方のほうが

暮らしやすいということの裏返しのような感

じを今受けたんですけれども、ここの中で生

活保護者の就労支援も具体的に進めていくと

いうことですが、昔だったら考えられないよ

うなことですけれども、やっぱり20代、30

代、40代、働き盛りで、病気でもない、しか

し、やっぱり生活保護を受けざるを得ないと

いう、そういう実態が今広がっているように

思うんですね。その辺が就労支援ということ

かなと思うんですが、そこら辺の現状はどう

捉えられていますか。 

 

○青木社会福祉課長 委員御案内のとおり、

今、国におきまして、生活保護法の見直し、

あるいは生活困窮者対策の新法の制定の動き

がございますが、生活困窮者自体、例えば、

ニート、ひきこもり、あるいはいろんな障害

を持たれた方々、あるいはそういったことも

含めてコミュニケーション力が不足してき

て、なかなか職につけないような方々、こう

いった方々がふえているという状況にあると

認識しております。 

 そういった方々をどう自立、就労につなげ

ていくかというのが喫緊の課題となっている

ということでございますが、これが、今生活
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保護世帯の実態を見ますと、もちろん一番多

いのは高齢者世帯でございます。その次に、

いわゆる稼働年齢層を含むその他の世帯とい

う分類の世帯が、たしか受給世帯の割合で15

％増しにふえてきているという非常に深刻な

状況でございます。 

 そこで、国におきましては、新法におい

て、３つのセーフティーネットという言い方

をするんですけれども、第１のセーフティー

ネットというのが社会保険、労働保険、第３

のネット、これが最後のネットである生活保

護、その間の第２のセーフティーネット、こ

れを充実させようと。要は、そういった就労

困難な方々をどう自立させていくかと、自立

支援、就労につなげていくか、そういった施

策を充実していこうというのが新しい生活困

窮者対策の新法の趣旨でございます。 

 この資料の中で、16ページの⑤で掲げてお

りますけれども、生活困窮者総合相談支援モ

デル事業という事業を国が新規で考えており

ます。これは、今年度の国の当初予算が成立

して、要綱が制定されてから動き出す事業な

んですけれども、その生活困窮者の支援を―

―生活保護制度の見直しに合わせて困窮者対

策の新法が制定されるという流れがある中

で、それを先取りして生活困窮者の支援を一

体的に行う総合相談窓口、これをモデル的に

つくっていこうという事業を国が今年度から

始めますので、県としましては、これらに率

先して手を挙げて、どういった支援が生活困

窮者の方々にできるのか、例えば、どういっ

た地域においてはどういった資源が使えると

か、どういったコーディネートの仕方ができ

るとか、そういったモデル的な取り組みを当

面やっていきたいというふうに社会福祉課の

ほうでは考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○岩中伸司委員 いいです。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに。 

 

○平野みどり委員 補足なんですが、今の生

活総合相談支援モデルですか、これは県内に

１カ所という感じなんですか。 

 

○青木社会福祉課長 今想定しておりますの

は、数箇所ということで、予算額は、ここに

掲げておりますとおり、4,000万ほどの当初

予算計上しておりまして、少なくとも２～３

カ所、そこは今募集も含めて福祉事務所に希

望を募っておるところでございまして、希望

の内容を見て、箇所の絞り込み、選定等をこ

れからやっていくということでございます。 

 

○甲斐正法委員 関連で。今のところ、生活

困窮者総合相談支援モデル事業のところでご

ざいますけれども、中身を読んでいくと、基

本的には相談事業が中心なんですよね。その

ための4,000万ということで、プラス自立・

就労支援をやっていくということであれば、

自立・就労支援ということの連携というのは

どういう形で図られるんですか。 

 

○青木社会福祉課長 そこは、事業主体は、

例えば、市ですと市の福祉事務所設置の自治

体は事業主体で、その事業を社会福祉法人等

に委託するというイメージでおりまして、そ

の社会福祉法人等が、まず、相談員を置いて

窓口を設けて総合的な支援プランをつくり、

なおかつ社会福祉法人等が地域の社会資源、

地域の社会福祉法人自体が持っている施設等

での中間的就労なり、軽作業なり、あるいは

地域で社会貢献をしたいという企業の方々と

連携して、その自立先も探していただいて支

援につなげていくというふうなイメージを持

っております。 

 

○甲斐正法委員 といいますのが、モデル事

業ですので、どういう形で評価するかという
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ことですよね。だから、結果として就労支援

につながったということよりも、生活困窮者

の相談をたくさん受けたという、どちらのほ

うが評価されるもんだろうかということなん

ですね。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 どちらで評価するかというのは、ちょっと

まだ詰めた考えは持っておりませんけれど

も、相談件数はもとより、まず相談をいかに

受けるかということから始まって、自立支援

と申しましても、例えば今年度の場合、国の

当初予算が成立して、それから国の要綱が制

定されてとなりますと、事業開始が多分下半

期になるかと思います。そこで、成果をどう

見るかというのは非常に難しいところはある

と思いますけれども、相談件数のほかに、実

績に向けての過程をどうつくり上げるかとい

うか、そのあたりを評価の基準としては考え

ていきたいというふうに考えております。 

 

○甲斐正法委員 国の示す方向性に乗ってい

くんでしょうけれども、そういう意味では、

せっかくモデル事業をやるんであれば、ある

程度の目標数値とかが出てくれば、より具体

的な評価ができるんじゃないかなと思いまし

たので、ちょっと質問させていただきまし

た。 

 

○渕上陽一委員長 甲斐委員、よろしいでし

ょうか。 

 

○甲斐正法委員 もう１点、よろしいでしょ

うか。 

 

○渕上陽一委員長 どうぞ。 

 

○甲斐正法委員 健康福祉政策課のほうにお

尋ねでございますが、資料の３ページの一番

上、福祉・介護人材の確保と書いてあります

けれども、ずっと似たような事業として看護

という部分がありますけれども、看護のほう

は、具体的に人材確保の対策というのが幾つ

かメニューがございますよね。介護のほうの

人材確保のメニューというのは非常に少ない

という感じがいたしますが、現状、それで足

りるのであろうか、あるいは今後福祉人材の

確保という点では何か、ここには載ってない

けれども、施策があるのかどうかというとこ

ろでちょっとお伺いをしたいと思います。 

 

○古閑健康福祉政策課長 甲斐委員のお尋ね

でございましたけれども、まず、この福祉・

介護人材緊急確保事業ということで、緊急と

いう名前をつけております。といいますの

が、国の経済対策を受けまして、いわゆる平

成21年度から、本来ですと４年間、21、22、

23、24の４年間で基金等を活用して事業を行

ってきたものでございます。ただ、国のほう

でも、都道府県等の要望等も受けまして、25

年度も引き続きという形になっております。 

 ここで、中身は大きく３つの事業に取り組

んでおりまして、１つが、学生や高齢者、主

婦等、いわゆる福祉、介護を経験していない

人たちをいかに参入促進を図るかというのが

１つです。２つ目が、いわゆる潜在的な有資

格者、いわゆる介護福祉士等の資格を持って

いらっしゃる方をいかに呼び戻すといいます

か、再就業をさせるかというのが２つ目で

す。３つ目が、マッチング、いわゆる介護施

設等と求職をしている求職者とのマッチング

をいかに図っていくかというような中身でず

っと取り組んできております。 

 なかなか、今後といいますのが、正直、25

年度、今年度限りまでになっておりますの

で、今後具体的にどういうふうな形にしてい

くかというのは、国に対して引き続き要望は

してまいりますけれども、今のような形での

取り組みを、これは県社協のほうとも連携し
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ながらやっておりますけれども、引き続き県

社協とも連携しながら、予算、どうなるかち

ょっと見えないところもございますけれど

も、引き続き必要な取り組みはやっていきた

いというふうに考えております。 

 

○甲斐正法委員 今３つの部分に分けられま

したけれども、１つ目の部分として、高校、

大学、いわゆる福祉科とかいうのが非常に定

員割れしているという現状があって、その中

身としては、やっぱり福祉人材を確保しよう

としても、対象者がついてこないという現状

が現実的にあるんではないかなと。そういう

意味では、啓蒙、啓発という部分も非常に必

要に今後なってくるんではないかなと。５年

後、10年後、どのくらいの人材が確保できる

のか非常に不安なところもあるんではないか

なと思いますので……。 

 

○中島高齢者支援課長 介護人材の確保につ

きましては、高齢者支援課のほうでも並行し

て事業に取り組んでおります。 

 いわゆる介護職員の、介護福祉士の養成校

でありますとか、定員割れしているという状

況が、ここ数年続いております。いろいろ話

を聞きますと、受験生本人の希望もさること

ながら、親御さんが、看護ならいいけど、介

護はだめよというような誘導があって、なか

なか学生が集まらないと。現に九看大あたり

もかなり定員割れしていると、介護福祉士の

コースのほうは特に定員割れしているという

話は聞いております。 

 そういうこともございまして、今年度、特

に介護職の魅力をＰＲしていく必要があるん

じゃないかと。今、一般に世間的には、介護

職自体が３Ｋだということで、給料も安い

し、夜勤もあるし、きついしというのが流布

されておりますけれども、片や、誇りを持っ

て非常に生きがいを感じて働いていらっしゃ

る方も多数いらっしゃるというのも間違いご

ざいません。ですから、そういう方々を適正

に評価していくという観点からも、介護職を

もう少し魅力あるものだということでＰＲし

ていく必要があるということで、本年度ちょ

っと、全くの新規予算ではございませんけれ

ども、９ページの４番、介護人材確保対策推

進事業ということで、一番最後の行に書いて

おりますけれども、介護職の魅力をＰＲする

広報啓発事業ということで、モデル的に出前

講師の派遣でありますとか、介護現場の体験

事業でありますとか、その辺をやっていきま

すとともに、11月11日が介護の日ということ

で定められておりまして、それに、いろんな

介護関係の職能団体でありますとか、介護保

険の事業者の団体でありますとか、一緒にな

って実行委員会をつくって魅力をＰＲするた

めの介護の日のイベントをやっていくという

ことを考えているところでございます。 

 現状は、済みません、もう１つだけ申し上

げますと、県内介護職員２万2,000人ぐらい

いらっしゃる、平成22年の数字でございます

けれども、国のほうが、大都市部で高齢者が

増加するということで、平成22年で全国で13

3万人いらっしゃると、介護職員がですね。

平成37年には240万人程度必要だと言われて

いるということで、大都市部の高齢者の増加

に伴って介護職員の不足が叫ばれていると。 

 そういう中にあって、本県は、先ほど２万

2,000人と申し上げましたけれども、平成37

年で推計では３万3,000人程度。ですから、

平成22年から37年で約１万1,000人程度ふや

す必要があろうかと思っております。 

 訪問ヘルパーの養成を平成３年からもう20

年以上やってきておりますけれども、この20

年近くで６万人以上の養成はしてきている

と。ちょっと潜在化している部分もあろうか

と思いますけれども、そういう確保はしてき

ているところでございます。 

 最近、介護保険関係の事業所、まだまだ新

規参入が進んでおりますけれども、特に特養
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あたりを開所される予定の方に人材の確保が

できているかどうかという質問を、会った場

合必ずしております。県的には、県内の今の

状況でいきますと、どうにか確保しています

という返事が現時点では返ってきているとい

うのが実情かなと思っております。 

 以上でございます。 

 

○渕上陽一委員長 よろしいですかね。 

 

○重村栄委員 医療政策課にちょっと聞きた

いんですが、医師確保と看護職確保のやつが

出ておりますけれども、現実、今医師がどの

くらいの人数足りないのか、看護職がどのく

らい県下で足りないのか、わかりますか。ま

ず、それを聞きたいのと、それから、医師確

保ということで、もう何年か前からだったと

思いますけれども、熊大に寄附講座を開設し

ていただいて取り組みは進んでおりますけれ

ども、その効果が出てきているのか、具体的

に何かわかれば教えてもらいたい。 

 それから、今回の施策の中に総合医養成と

いうことで出てきておりますけれども、今の

大学の医学部の教育システムからして、卒業

してきた人に改めて総合医教育というのが果

たしてうまくいくのかなというちょっと疑問

があるんですけれども、その辺どうなのかな

ということがちょっと今気になっているんで

す。 

 それから、さっきあった看護職、私は、知

り合いの関東の医療機関の事務長から、こち

らから誰か行く人いませんかという話が、こ

こ数年来ているんですけれども、話を聞く

と、処遇は結構いいんですよね、向こうのほ

うが、こちらよりも。それでも関東でも足り

ないと。そんな大きい病院ではないんですけ

れども、中ぐらいの病院なんですけれども、

それでもかなりこちらの荒尾とかの病院の先

生に聞くよりも、はるかに高い処遇で話があ

るけれども、向こうも足りない、じゃあこっ

ちも足りない。それとまた、若い人の都市志

向というのもあるんでしょうし、それから、

向こうに行っても定着しないで転職すると。

看護じゃなくて、同じ給与ぐらいほかでも取

れると。そういうのでそっちに行ってしまう

んだと、東京に来てもねという話もあるんで

す。 

 そういうことを考えていると、こういう施

策を打たれているけれども、果たして看護職

も本当に確保できるのかなという、ちょっと

非常に素朴な疑問を感じるんですが、いかが

でしょうか。 

 

○三角医療政策課長 まず、医師、それから

看護師の不足数でございますけれども、これ

は、これだけあれば足りるというのはなかな

か正直お示しすることが難しい状況でござい

ます。これは、地域によってそれぞれ診療科

の偏りとかございまして、多ければ多いほど

いいというところがございます。看護職員に

関しても、看護体制を充実するためには、多

ければ多いほどいいということで、これだけ

が足りないというような確固たる数値という

のはなかなかお示しするのが難しい状況で、

ちなみに、公立病院の関係で私どもドクター

バンクをやっておりますけれども、これに関

しましては、一応65名前後の募集が毎年出て

くると。民間のほうは、これ以上、また、こ

こに入っておりませんので、そういった形

で、一つの公立病院としてもそういう形で、

不足するというか、毎年そういう数字が出て

いるという状況でございます。 

 看護職員につきましても同様でございまし

て、なかなか明確に数字をお示しするという

のは、大変申しわけございませんけれども、

状況にはございません。一つの目安として一

応計画を立てている部分ございますけれど

も、そこについては、それぞれそこそこぐら

いで推移しておりますけれども、出入りも激

しゅうございまして、非常に定着して何人と

 - 28 -



第２回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

いうところがないものですから――それか

ら、多ければ、さっき言いましたように、病

院側としては看護体制をよりいい形にしたい

という思いと、現実はなかなか埋まらないと

いうところございまして、何人あればいいと

いうことではございませんで、正直なとこ

ろ、慢性化している状況という形になるかと

思います。 

 それから、寄附講座についてのお尋ねでご

ざいますけれども、まず、効果といたしまし

ては、資料の31ページの(1)の②のほうに、

まず、地域医療の専門医の推進学寄附講座と

いうものを設けております。こちらのほうか

らは、毎年大体18人前後の専門医の先生を各

地域の医療機関のほうに派遣していただいて

おりますので、その分は上乗せして大学のほ

うから派遣していただいているという数字を

示しているかと思います。 

 それから、もう一つの寄附講座のほうで

は、これは、こちらの寄附講座のほうから僻

地の診療所ですとか、僻地の拠点病院、こう

いったところで、まだなかなか、今、私ども

自治医科大学の卒業生あたりを配置しており

ますけれども、足りない部分がどうしてもご

ざいます。こういった部分について、定期的

に診療に行っていただくというようなことも

していただいているところでございまして、

あわせて、大学のほうに修学資金のほうを貸

与しております学生が今在学しておりますけ

れども、こういった学生の指導に当たってい

ただいているということで、今後、地域医療

を担うという意識づけを含め、技術、診療手

技含めて指導に当たっていただいているとい

うことができるかと思います。 

 それから、総合診療医のお話、確かに、急

に総合診療医になるかと、それは基本的に難

しい部分がございますけれども、いわゆる、

数年たちまして、後期研修とか、５年目と

か、６年目、医者になられて、そういった研

修の機会を捉えまして、一応ある程度のいろ

んな診療科を経験していただくというような

形で、なかなか幅広く全部を診れるというこ

とにはなりませんけれども、そういった形で

の一定の対応ができるような研修を行ってい

ただくというようなプログラムをつくってい

ただきまして、研修に取り組んでいただいて

いるということでございまして、その中から

またそういった道に進む先生たちも出てくる

可能性もあるということでございます。 

 基本的には、今大学のほうは専門医が中心

にやはりなっているところはございますの

で、急に総合医がふえるというようなところ

まではなかなか難しいところがございますけ

れども、そういった総合医という、一定の地

域に行っても対応できるような研修体制を整

えているということでございます。 

 それから、看護師の処遇についてでござい

ますけれども、先生おっしゃいますとおり、

都市圏を中心に、こちらのほうにも、病院の

ほうから、看護学校、そういった養成施設等

に対しまして、就職の勧誘に来られておりま

して、処遇面はかなりいいというふうに聞い

ております。 

 私ども、ちょっと去年アンケートをとりま

したが、それにつきまして、県外に就職する

学生等に聞きますと、県外を志向する学生に

つきましては、処遇面、それから都会への憧

れ、そういったものについて非常に興味を持

っているということで、そういった部分で県

外に行っているという部分がございます。た

だ、反対に県内に残った学生というのは、処

遇というよりも、地元の病院だからというこ

とで定着していると。それから、共通して言

えるところは、研修体制等が非常にしっかり

しているかどうか、こういうところが今後の

勤務していく中で重視されているというアン

ケート結果が出ております。そういうことか

ら、看護職員に関しましては、処遇だけでは

ないと思いますし、非常にスキルアップに関

してのそういった研修体制というのを重視し
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ているという傾向が見えますので、決して処

遇だけではなくて、そういった部分。ですか

ら、先ほどお話が出ました、県外で処遇がい

いのに帰ってこられたりとか、やめられたり

とかするのは、やはりどうしても夜勤等がご

ざいますので、勤務体制が非常に厳しいもの

がございます。そういったものが自分の考え

と一致しなかったり、研修体制が整ってなか

ったりということで、先の展望というのが不

透明であるというようなことが、帰ってこら

れたり、やめられたりされている原因の一つ

になっているようなところはあるのかなとい

うふうに考えております。 

 そういうことで、私ども、処遇の改善も当

然ですけれども、そういった、この中にも書

いています研修体制の強化というもの、キャ

リアアップ、こういったものについてしっか

り示していくという形で取り組んでまいりた

いというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○重村栄委員 どのくらい足りないかという

ものは、もう少し細かく把握をされたほうが

いいんじゃないかなと。どのくらい足りない

かというのがわからないで、じゃあ養成しよ

うと。じゃあどのくらいをめどに養成するの

かということになってきますので、ある程度

数は、１人単位とかは言いませんけれども、

ある程度おおよその数は、何人必要なんだと

いうのがわかった上で養成する、あるいは対

策を打つということをしないと、どれだけ要

るかようわからぬけども、対策をするという

のは、ちょっとどうかなという気がしますの

で、ある程度つかんであるみたいですけれど

も、もう少し細かく把握をされたほうがいい

んじゃないかなという感じがいたします。 

 それと、総合医の件なんですけれども、私

は非常に総合医はぜひつくってほしいと思っ

ているんです。何年前だったかな、兵庫県だ

ったと思いますけれども、八鹿病院かな、ち

ょっと名前忘れましたけれども、公立病院で

すよね。長年にわたって黒字を出している公

立病院があるんです。結構有名なところなん

です。そこに、名前、谷先生だったかな、院

長、今はもう名誉院長か何かになられていま

す。その先生のところに行ってお話を聞いた

ことあるんですが、そこは、初診は全部総合

医が診ていると。どうしても専門医じゃない

とできないところだけ専門医のほうに渡すと

いうやり方をされてて、大体初診者の８割は

総合医で間に合うと。それをすることによっ

て医師不足はかなり解消できるというお話を

されていました。多分それは当たっているん

だろうと私は思っていますし、そういうやり

方は、逆に現実的じゃないかなという気がい

たします。余りにも細分化し過ぎているから

人数が余計要ってしまうという、そして、非

効率的になるというのがあるんじゃないかな

という気がしますので、例えば、１次医療、

２次医療というのはもう総合医でいいんじゃ

ないかなと。３次医療とか、もっと高度医療

になれば、もう専門で細分化していかないと

いけないんでしょうけれども、初期医療であ

れば、当然総合医で間に合うんだろうと思う

し、また、そのほうがかえっていいんじゃな

いかなという気がしますし、患者サイドから

見れば、同じ病院に行って、科をたらい回し

されなくて済むんですよね。そういう意味で

も、患者サイドにとってもプラスだと思うの

で、そういった総合医を育成するというの

は、これは逆に大学にももっと協力してもら

って、今、日本の医療システムそのものを、

もう少し教育システムを変えんといかぬのか

なという気がしますけれども、そういった位

置づけをしていってほしいなと思いますの

で、ぜひこれには力を入れてほしいというふ

うに思っております。よろしくお願いをした

いと思います。 

 ちょっと続けてもう１つだけいいですか。 

 今度、歯の関係、ちょっと。これは健康づ

 - 30 -



第２回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

くり――どっちかな。 

 ちょっとまとめて質問します。 

 フッ化物洗口等の予算も組んで事業も計画

されておりますが、これ、いつも議会でも質

問とかも私もしていますし、ほかの先生方も

されていますけれども、教育委員会とのかか

わりが出てきていまして、どっちが主体性を

持ってやるのかなと、いつもいつも思ってい

るんですが、改めて、どっちが主体性を持っ

てやられるのかなと。 

 もう一つは、助成をすれば進むという問題

じゃなくて、やっぱり推進をすると、推進事

業という名前もついていますから、その辺の

意気込みはどうなのかなということをちょっ

と質問したい。 

 それからもう１つ、口腔センターの補助と

かもあっておりますが、現実的に県の歯科医

師会がやっておられます口腔センター、これ

は、ある面では各ドクターのボランティアに

支えられている部分が随分とあるんですね。

収支はとてもじゃないけど、合わない状況で

やっていらっしゃる。県の補助は毎年下がっ

てきている。こういう状況であります。去年

は診療台について新しく入れかえてもらった

ので、1,500万だったと思いますけれども、

補助が出ていますけれども、そういった面で

今いろんな補助はしていただいていると思い

ますが、ただ、運営面では非常に厳しい状況

でされていると。 

 そういった中で、障害児の歯科診療等もや

られて、逆に障害児を持っている親御さん

は、そこを頼りにされているという面もあり

ます。ただ、それは採算には非常に合わない

という状況もありまして、そういった中で、

少なくとも歯科医の先生方、自分の病院を閉

めて来てるんですよね。給料取れてないんで

すよ。だから、無償で診療に当たられている

という現実があります。こういったところを

考えると、もう少し何らかの補助があってし

かるべきなのかなという気がするんですが、

その辺の考え方についていかがなんでしょう

か。 

 

○山内健康づくり推進課長 フッ化物洗口に

つきまして、どこが主体かということにつき

ましては、歯の推進条例ができた際に、教育

委員会のほうとも打ち合わせまして、健康づ

くり推進課と体育保健課両方が実施主体だ

と、中心だという形で位置づけさせていただ

いております。 

 推進の意気込みについてですけれども、本

当、本県の子供、児童、非常に虫歯が全国比

多い状況です。こういった子供の虫歯をなく

すのに一番効果的なものはもうこのフッ素と

いうふうに私も確信を持っています。本当、

一日も早く県内全校でこのフッ化物洗口が実

施されるようにできるだけ取り組んでまいり

たいというふうに考えています。 

 あと、最後の口腔センターの件につきまし

ては医療政策のほうで。 

 

○三角医療政策課長 口腔保健センターの心

身障害児者の受診料の件でございますけれど

も、やはり、御指摘のとおり、ここに掲げて

おります補助額で現在お願いをしているとこ

ろでございまして、ここ数年は何とか現状維

持というところで私どもも何とか確保してい

るところでございます。そういったことで、

御指摘のとおり、十分かと言われると、なか

なか難しいところですけれども、そういうこ

とを踏まえまして、さっきお話しありました

とおり、昨年度、医療機器の買いかえという

ことでございましたので、1,500万円を補助

させていただいて、そういったことで何とか

補わさせていただいているというのが現状で

ございます。 

 予算につきましては、財政当局との交渉の

話もございますので、私ども引き続き努力し

てまいりたいというふうに思っております。 
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○重村栄委員 フッ化物洗口につきまして

は、今、山内課長から答弁があって、私も２

課が連携してという話は十分承知しておりま

すが、連携すると、どうしても責任転嫁をお

互いがする可能性がありますので、それがな

いように、それを言いたかったので、あえて

質問させていただきました。よろしくお願い

します。 

 それから、口腔センターの件、さっきも言

いましたように、本当にドクターがボランテ

ィアでやっているんですよね。十分じゃなく

てもいいですから、少しでもやっぱり、出て

こられた分に、何らかの形で報いるぐらいの

何かをせんといかぬのじゃないかなと。ちょ

っと余りにも内容的に、県としておんぶして

いる中では、お粗末かなという感じがします

ので、今年度は、もう予算組んでしまった後

なので仕方ないんですけれども、次年度以降

何らかの形で考えることができればお願いを

しておきたいと思います。 

 

○平野みどり委員 フッ化物洗口に関して

は、いろんな御意見があると思いますけれど

も、私は、ちょっと懸念する点を指摘させて

いただきたいと思います。複数の私の知り合

いの薬剤師さんも、試薬を子供に、希釈する

とはいえ、子供に使うなんて考えられないと

いうふうにおっしゃっていたんですけれど

も、長い時間軸の中で子供にどんな影響が、

蓄積したりする中で影響が出るのかと、本当

にわからないなと私は正直思います。水俣病

の教訓を本県はしっかりうんと生かしていか

なきゃいけないのになと私自身は思っている

ところなんですが、学校で行うに当たって、

保護者の方々にきちんとした説明と、あるい

はうちの子供は洗口させないというようなこ

とが言えるような環境はきちんと確保してい

ただかないと、一斉にというのは何かちょっ

とすごく乱暴ですし、それぞれ子供さんをお

持ちの保護者の方々のお考えもあると思いま

すから、そこを、それが言えないような雰囲

気だけはつくらないようにしていただきたい

ということで、お願いをしておきます。 

 続けて、ジェネリック薬品に関して、私も

よくわからないもので聞くんですが、家族の

中で、今月からジェネリックにしたらすごく

薬価代が安くなってと言っているんですけれ

ども、後発医薬品ということは、中身的に

は、先発は開発費とかいろいろ要るから高く

なるんだろうと思うんですが、後発医薬品は

その点安くなるということでしょうけれど

も、安心、安全という部分――テレビでも黒

柳徹子さんが言っているので、ああ、そうな

のかなと思いながら見ているわけですけれど

も、医療費が高い中、後発医薬品でも全然問

題なければ、そちらのほうに切りかえていく

というのはいいのかなとも思いますが、医療

現場の病院の先生方は、大体このジェネリッ

ク薬品に関してはどんなお考えなんでしょう

か。どんどん使っていきたいと思っておられ

るのか。 

 

○今村薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 薬務衛生課では、現在、後発薬品の安心、

安全使用の普及ということで、国の委託費で

進めさせていただいております。ドクターの

何％が不安で、何％が賛成だというところは

やっておりませんが、事業の開始、４～５年

ほど前は、やはりそこのあたり、同じように

効くのかとか、そこら辺の御心配されるドク

ターが多うございましたけれども、その後数

年こういった事業を進めてまいりまして、各

地域におきまして講習会を行ったりとか、い

ろいろやってまいりまして、随分このごろは

ドクターの御理解も進んできているというよ

うな状況でございます。 

 現在、年に２回ほど、ドクターから成る、

消費者の方も入れまして、検討会を開催させ

ていただいておりまして、その中でも随分と
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御理解が進んでいるというような状況でござ

います。 

 それと、安全という分野につきましては、

後発品はなぜ安いかといいますと、やはり開

発費が要らないというのがありますが、後発

品は、その先発品と同じ有効成分は使いま

す。ただし、ほかの特許部分等がございまし

て、添加物の違いとか、着色料の違いとか、

そういったものはございますけれども、そう

いったものは一応薬事法の中で使用が認めら

れたものだけを使って、その後溶出試験と、

先発品とどの程度差があるかという溶出試験

というのを行いまして、大体溶け方が先発品

と変わらないというようなことを確認いたし

まして、発売が許されているという状況でご

ざいまして、本県におきましても、県内で頻

繁に使われている後発品につきましては、再

確認の意味で買い上げ試験を行いまして、本

当にそれが、そのような状況で、しばらく時

間がたった後も同じような溶け方をするか

と、そういったような検査もやっておりまし

て、今のところ全部合格というような状況で

ございます。 

 以上でございます。 

 

○平野みどり委員 最後に１つ。 

 子宮頸がん予防ワクチンですけれども、広

がりがあるようですが、それに伴って、やっ

ぱり体に合わないというような形での、これ

は副作用と言わないんですかね、副反応と言

うんですかね。というのも出てきているよう

ですけれども、県内でのそういった状況とい

うのはどんななっていますか、今のところ。

どこが担当ですかね、これ。 

 

○山内健康づくり推進課長 健康づくり推進

課です。 

 副反応の状況までについての数字は、申し

わけございません、現在持ってきておりませ

ん。確認をして、御報告させていただければ

と思います。 

 

○平野みどり委員 国内でも死亡例が出てい

るという話をちょっと聞いたんですけれど

も、体に合わなかったというふうなこともあ

るんでしょうけれども、あるいは、事故です

ね、ちょっと体の調子が悪いとかいろいろあ

ると思うので、把握できたらまた把握してい

ただいて、後で報告をお願いします。 

 子宮頸がん予防ワクチンに関しては、先ほ

どのフッ素もそうですけれども、きちんと説

明をして、本人の意思、あるいは家族の意思

を確認した上で、そして、例えば子宮頸がん

予防ワクチンのこれ、ワクチンだけで全ての

子宮頸がんが予防されるわけじゃないわけで

すよね。ある程度のパーセンテージの高いと

ころが及ぼされるわけですけれども、何より

もきちんとした検診あたりが――このワクチ

ンを打ったらそれでいいという話でもない

し、ほかの部分、違うタイプの頸がんに関し

ては感染する可能性もあるのだから、これで

全てじゃないということをきちんと子供たち

に啓発しながら、そして副反応も、やっぱり

いろんなワクチン、人間いろいろありますか

ら出ますので、そういったことのリスクもき

ちんと示しながら、広げるなり、対応してい

くようにしていただきたいと思います。それ

を要望で……。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課でご

ざいますが、子宮頸がん、ヒトパピローマウ

イルスが子宮頸管の部分にウイルスがつくと

いうことでがんになるということ、それを予

防するワクチンでございますが、25年度から

市町村事業ということで定期接種になってい

るわけですけれども、予防接種を打つときに

予診票という、あらかじめ保護者の方に注意

を与えたり、健康状態がどうだったかという

予診票を書いていただくんですけれども、ヒ

トパピローマウイルス感染症の症状はこうい
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うものですとか、予防接種の効果とか、副反

応とか、またヒトパピローマウイルスワクチ

ンの主な副反応はこういうものがございます

とか、あと、予防接種による健康被害救済制

度はこういうふうになっておりますとかいっ

たＡ４の紙が、両面ありまして、裏面のほう

には、保護者の方が自署といいますか、サイ

ンをして、住所書いて、あと、緊急の連絡先

を書くといった形の予診票は整備をされてお

ります。 

 ただ、済みません、先ほど副反応のほうの

報告が県内であったかどうか、私は、県内、

まだ情報、それは持っておりません。 

 

○平野みどり委員 全国のが出ていたから各

県でも集約されているのかなと思ってお聞き

したところだったですので、後でまたわかっ

たら教えてください。 

 

○渕上陽一委員長 そちらのほうは後で報告

していただくように――よろしいですかね。 

 

○平野みどり委員 はい。 

 

○渕上陽一委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩中伸司委員 １つ、私の意見ですが、フ

ッ化物洗口については、今推進のそういう要

望も出され、山内課長もその方向で進めてい

くということですが、私は、今回の予算のと

ころに1,700万が計上されていたのに反対と

いう討論の中身で、ちらっと触れました。フ

ッ化物洗口は、今、平野委員が言われたよう

に、やっぱり大変危険な捉え方をされている

方も、専門家の中にもいらっしゃいますし、

私もやっぱりこのフッ化物洗口というのは、

本来虫歯が多いからそういうことでというこ

とは、特に、幼児期とか、低学年は、これは

ある意味では劇物なんですね。その管理もき

ちんとしなければならないくらいやっぱり人

体に影響を与えるものだという認識をしてい

ます。 

 ですから、例えば殺虫剤の問題も、農薬の

問題も、虫に対してやっぱり効果があるけれ

ども、人間、人体には影響がないということ

がよく言われるんですが、もともとの細胞の

原点は、同じような形で崩されていっている

んですよね。ところが、人間は、やっぱりそ

れだけの代謝エネルギーがあるもんで、そう

いう効果は、そういう害がないように見える

だけじゃないかなと、そういう見方をする専

門家もいるので、私は、このフッ素洗口につ

いてはやっぱり慎重にやっていかなければな

らないし、ある意味では、そういう学校でそ

ういうことを使ってやるよりも、歯磨きの仕

方とかをきちっとしていくということがいい

というふうな私の意見を持っていますので、

それは答弁は要りませんけれども、そういう

ことを一言言っておきます。 

 

○渕上陽一委員長 要望。 

 

○岩中伸司委員 はい。 

 それと、先ほど言ったように、高齢者がど

んどんふえていくこの時代の中で、介護保険

もずっとこの間毎年うなぎ登りに財源は膨ら

んでいっているんですね。心配するのは、よ

く言われるのは、私たちぐらいの年代が一番

多いんですよ。昭和でいくなら23年生まれ、

1948年生まれがベビーブームで生まれて、こ

れが、65、70、75になったときには、どんな

になるのかなというふうな心配をする人が周

りにたくさんいます。 

 ちょっとやっぱりこれはあんまりいい意見

じゃないんですが、朝と夕方、もう特に荒尾

なんか回っていると、すれ違う車というのは

何々デイサービス、こんなことを書いた車ば

っかり回っているんですね。中には、本当に

元気のいいような人がデイサービスに行って

いるとか、そんなことも聞くし、私は、介護
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保険制度がスタートしたときから、これは制

度上反対だったんですけれども、やっぱり半

分を税金で見て、あと１割を利用者が見る

と、それ以外は全部それぞれの保険料で見る

ということですから、これは介護が商売にな

ったという、本当に介護が必要な人に介護を

与えるんじゃなくて、介護がやっぱり営利に

なる部分があるんじゃないかというふうなこ

とが、私はやっぱりずっと今も心配をしてい

ます。 

 先ほど課長の話でも、事業所の新規参入が

非常に多いというふうな話も聞きましたし、

そんなところで本当に人的な配置がされてい

るのかどうなのかも――まあ、それは何とか

なっているようですけれども、そこら辺もき

ちっとチェックをする必要もあるなというふ

うなことを私はよく聞くんですね。ですか

ら、高齢化社会の中で、規制をするというこ

とじゃないけれども、そういう制度が、本来

ならば、やっぱり公的資金の中で公的な責任

の中で介護を進めていくべきだという、ここ

で言ってもどうにもなりませんけれども、そ

ういう考え方を私は基本的に持っていますの

で……。 

 今のやり方でいったら、年金は少ないし、

もういろいろ言われたこともある、80ぐらい

の人から、一回も利用したことないのに、毎

年引かれていくということで、そんなふうな

ところもやっぱり考えながら、これは制度上

の問題ですから、ここでどうこうと言えない

と思うんですが、私はそんな思いを持ってい

ますから、高齢者対策の場合、今後の５年、

10年後を考えたら、このままいったらどうな

るかなという心配をしていますが、展望が何

かありますかね。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 今委員のお話しありましたとおり、確か

に、平成37年、2025年になりますけれども、

そのときに、戦後の団塊の世代、お生まれに

なった方が後期高齢者になるということで、

当然75歳未満の方とそれ以降の方ではかなり

要介護の方の割合というのは変わってまいり

ます。そういう方がふえますので、今後、要

介護が必要な方、それから医療的ケアが必要

な方は大きく増加すると言われておりまし

て、そうした中で、今ある制度をどうしてい

くのかというのが問題になっております。 

 まさに、今、社会保障と税の一体改革の中

で、国民会議で議論がなされております。社

会保障改革の中では、もう御案内のとおりか

もしれませんが、できるだけ在宅で生活でき

るように、介護、医療もそうですけれども、

あと、介護予防、それから住まいもそうです

し、あと、住民による支え合い、そういった

ものも使いながら在宅での生活を支えていく

ということで、一方で、今、国民会議の議論

では、給付の効率化ということで、例えば、

まだ議論の段階ですけれども、要支援とか、

軽い方については、それはもう地域での見守

りに回したらいいんじゃないかとかいう議論

もございますし、もう少し重点化、効率化を

図っていくべきだという議論がありますの

で、それは私どもその議論も今見守っておる

ところでありますし、県といたしましても、

できるだけ在宅でしっかり自立して生活でき

るよう、介護予防にもしっかり取り組みなが

ら、介護保険を利用せずに自立して生活でき

るような熊本づくりというのを関係課ととも

に進めてまいりたいと、あるいは市町村と

も、関係団体とも連携しながら進めてまいり

たいというふうに考えております。 

 

○岩中伸司委員 大体根本的には、この福祉

の分野、医療の分野だけでは私は解決しない

と思う。金余りの社会で、その金がもう１カ

所に固まってしまっとるもんだから、やっぱ

り農業や漁業、１次産業や福祉を本気になっ

て考えるような政治、仕組みを変えていかな
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い限り、今のような経済優先のやり方だと、

私は高齢者は取り残されていくなというふう

な思いでいます。 

 

○渕上陽一委員長 まあ、本当に、少子高齢

化社会で人口減少でありまして、本当にこの

国は、どこもいまだかつて経験したことのな

いことを私たちはやはり経験していかなけれ

ばならないというふうに思っておりまして、

まさしく福祉という部分においては、本当に

知恵を出していかなければならないんであろ

うというふうに思っておりますので、どうか

また、これからも頑張っていきたいというふ

うに思います。 

 また、先ほどフッ化物の話もありました。

本当に熊本県の子供たちの虫歯の数が多かっ

たと、その中でそれぞれに知恵を出して、フ

ッ化物洗口がいいんではなかろうかというこ

とで、条例までつくって今スタートをしたと

ころであります。この部分についても、なか

なか進まないというところがあるわけであり

ますけれども、御心配があるようであります

ので、しっかりと説明は説明としてやってい

くところもあるんであろうというふうに思っ

ております。 

 まだほかにもあるかと思いますけれども、

その他もありますけれども、よろしゅうござ

いますかね、その他に行って。 

 よろしいですか。済みません。 

 それでは、その他に入りたいと思います。 

 執行部のほうから報告の申し出が２件あっ

ております。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、一健康危機管理課長、報告をお

願いいたします。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課でご

ざいます。 

 １番、２番続けて御説明させていただきま

す。 

 １番、中国における鳥インフルエンザＡ

(Ｈ７Ｎ９)の発生に伴う県の対応状況等につ

いてでございます。 

 報告事項１ページでございます。 

 １の発生状況についてでございますが、３

月31日に、中国政府が、ＷＨＯ、世界保健機

関に３名の感染を報告、その翌日に、４月１

日にＷＨＯが中国での鳥インフルエンザ発生

を公表したところでございます。４月17日現

在の発生状況を書いていますが、最新であり

ますが、４月23日現在では、感染確定者が10

4名、死亡者21名となっております。国立感

染症研究所の所見によりますと、現時点で

は、感染源、感染経路は不明となっておりま

す。ヒト・ヒト感染は確認されていません

が、限定的なヒト・ヒト感染が起こっている

可能性は否定できないとしております。 

 ２の国の対応状況についてでございます。 

 まず、ワクチンの開発についてですが、４

月10日に中国からＡ(Ｈ７Ｎ９)のウイルス株

が国立感染症研究所に到着しております。ワ

クチン株の開発が進められているところでご

ざいます。検査試薬につきましては既に完成

し、４月15日以降、全国の都道府県等の衛生

研究所や検疫所に発送されております。本県

の保健環境科学研究所には16日に配付された

ところでございます。 

 次に、新型インフルエンザ等対策特別措置

法の施行についてですが、法律は昨年５月11

日公布され、本年４月13日に施行されまし

た。特別措置法は、従来の取り組みについて

法的根拠を明確にしたもので、ほとんどの人

が免疫を獲得していない新型のウイルスに対

し感染拡大を可能な限り抑制し、国民の生命

及び健康を保護するとともに、国民生活、経

済に及ぼす影響を最小となるよう、体制整備

や緊急事態発生の際の対応を内容とするもの

でございます。 

 なお、政府の対策本部は、厚生労働大臣が
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新型インフルエンザ等の発生を認め、これを

公表したときに設置されますが、県の対策本

部は、政府の対策本部が設置されたときは、

直ちに設置しなければならないとされており

ます。また、市町村の対策本部は、緊急事態

宣言がされたときに直ちに設置しなければな

らないとされております。 

 ３の県の対応状況等についてでございます

が、中国における患者発生等について継続的

に情報提供を行っているところでございま

す。また、庁内各部及び熊本市を含む保健所

において、対応、準備を進めているところで

ございます。現在、中国からの帰国者、旅行

者等に対する注意喚起が、空港と各検疫所に

おいて行われているところでございます。 

 今後の対応としまして、中国で人から人へ

の感染が確認された場合の対応や新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法の施行を受けた対

応に取り組んでいくこととしております。 

 続きまして、報告事項２ページです。 

 ２、牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査について

報告いたします。 

 １の国の動きについてでございますが、こ

れまでの状況としまして、平成13年９月に国

内初のＢＳＥ感染牛が確認され、10月から全

国一斉に全頭検査がスタートし、今日まで継

続されているところです。全頭検査にあわせ

て実施されました牛由来の骨や肉、皮などの

使用を完全禁止する飼料規制や特定危険部位

の除去等によりまして、国内では、平成14年

１月に生まれた牛を最後に、この11年間、Ｂ

ＳＥ感染牛は発生していないところでござい

ます。 

 本年４月に取りまとめられました食品安全

委員会専門調査会の評価案では、輸入規制や

飼料規制を初め危険部位の除去など、食肉処

理過程のリスク低減措置がとられていること

から、今後ＢＳＥ感染牛が発生する可能性は

ほとんどないこと、②高齢牛の中に極めて低

い確率とはいえ、ＢＳＥに感染している牛が

残っている可能性が完全には否定できない

が、国内外の新たな科学的知見から、48カ月

超の牛を検査することで十分カバーされるこ

と、上記、①、②の理由によりまして、検査

対象を48カ月超に緩和しても人の健康への影

響は無視できると結論づけているところで

す。 

 厚生労働省では、食品安全委員会の評価を

踏まえ、各自治体に自主検査をやめるように

としているところでございます。 

 最近の状況としましては、４月19日に開催

された都道府県衛生担当部局への説明会にお

いて、厚生労働省から、全ての自治体が７月

１日で一斉に見直すよう、見直し要請通知を

発出する予定であることが説明されたところ

でございます。 

 県の対応等についてでございますが、これ

まで自主的に実施してきました全頭検査のあ

り方につきましては、今後の国の動き、他の

自治体の動きを見きわめながら検討していく

こととしております。 

 なお、消費者、生産者、流通業者など、関

係者への説明会を５月下旬にも開催すること

で現在準備を進めているところでございま

す。 

 以上で報告を終わります。 

 

○渕上陽一委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○渕上陽一委員長 なければ、質疑を終了し

たいというふうに思います。 

 以上で本日の議題を終了させていただきた

いと思います。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

  午後４時36分閉会 
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第２回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  厚生常任委員会委員長 
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